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はじめに 
 

人口減少時代の到来や少子高齢化の加速により、家族のあり方や個人の価値観の多様

化等、私たちを取り巻く社会や地域の状況が大きく変化しています。これらの変化に対

応しながら、豊かで活力あるまちを持続していくためには、互いを尊重し、思いやりの

心をもち、性別等にとらわれることなく、だれもがあらゆる分野に参画し、共に責任を

担うことにより、自分らしく生きることのできる男女共同参画社会の実現が、本市にと

って重要だととらえています。 

国が平成 11（1999）年に施行した「男女共同参画社会基本法」を受け、本市では、平

成 22（2010）年３月に「宍粟市男女共同参画プラン」を策定し、審議会等への女性の登

用促進、市民と市職員に対する意識啓発のための講演会の開催等さまざまな取り組みを

進めてきました。 

しかしながら、「男性は仕事、女性は家庭」といった性別によって役割を固定する考え

方が依然として根強く、私たちを取り巻く制度や慣行の中には、解決しなければならな

い課題が数多く存在しています。 

このたび、「宍粟市男女共同参画プラン」の計画期間が満了となることから、市民意識

調査等の結果や地域の現状と課題、社会情勢の変化を踏まえ、実効性ある取り組みを進

めるため、「第２次宍粟市男女共同参画プラン」を策定いたしました。 

また、このプランは平成 27（2015）年に制定された「女性の職業生活における活躍の

推進に関する法律」に基づく「女性活躍推進計画」としても位置づけており、あらゆる

分野において女性が活躍できる環境づくり等に積極的に取り組むための施策も盛り込ん

でいます。 

今後、家庭や地域、学校、職場等、あらゆる場において男女共同参画を推進するため、

行政はもとより市民、教育関係者、事業者の皆様や関係機関の方々と連携し協力するこ

とにより、プランに掲げる施策を着実に推進してまいりますので、今後一層のご理解、

ご協力をお願い申し上げます。 

最後になりましたが、プランの策定にあたりまして、熱心にご審議いただきました第

２次宍粟市男女共同参画プラン策定委員会委員の皆様をはじめ、アンケート調査やパブ

リックコメント等に際して貴重なご意見、ご提案をいただきました市民の皆様、ご協力

いただきました多くの関係の皆様に心よりお礼を申し上げます。 

 

令和２（2020）年３月 

 

宍粟市長 福元 晶三 
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第１章 プラン策定にあたって 
１ プラン策定の趣旨 

 

男女共同参画社会とは、「男女共同参画社会基本法」第２条において、「男女が、社会の対等な構

成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、も

って男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任

を担うべき社会」とされています。 

この考えに基づき、互いを尊重し、思いやりの心をもち、性別等にとらわれることなく、だれも

があらゆる分野に参画し、ともに責任を担うことにより、自分らしく生きることのできる地域社会

をめざすことが私たちに求められています。 

わが国では、平成 11（1999）年に「男女共同参画社会基本法」が施行され、男女共同参画社会

の実現は 21 世紀の日本の社会にとって最重要課題として位置づけられました。しかし、20 年が経

過した今もなお、男女共同参画社会が必ずしも十分に進んでいるとはいえない状況であるとともに、

人口減少社会の到来、ライフスタイルの変化、非正規労働者の増加と貧困や格差の拡大、国際化の

進展等、社会情勢は変化しつづけています。宍粟市（以下、「本市」という。）においても、人口減

少、少子高齢化は深刻な課題となっており、地域で暮らす人々がその個性や能力を十分に発揮し、

自分らしく生きるために男女共同参画社会の実現は極めて重要な課題となっています。 

本市では、「男女共同参画社会基本法」を踏まえ、平成 22（2010）年３月に「宍粟市男女共同参

画プラン」（以下、「前プラン」という。）を策定し、男女共同参画に関する取り組みを総合的かつ計

画的に推進してきました。 

前プランの計画期間が令和元（2019）年度末をもって満了となることから、社会環境の変化を踏

まえ、本市における男女共同参画社会の形成をさらに促進するため、「第２次宍粟市男女共同参画

プラン」（以下、「本プラン」という。）を策定しました。 

 

 

２ プランの位置づけ 
 

●本プランは、「男女共同参画社会基本法」第 14 条第３項に基づく「市町村男女共同参画計画」と

して位置づけます。 

 

●本プランは、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（以下、「女性活躍推進法」とい

う。）第６条第２項に基づく「市町村推進計画」（以下、「女性活躍推進計画」という。）として位

置づけます。 

 

●本プランは、国の「第４次男女共同参画基本計画」及び県の「ひょうご男女いきいきプラン 2020」

（以下、「第３次兵庫県男女共同参画計画」という。）を踏まえるとともに、「宍粟市総合計画」や

その他の関連計画との整合を図り策定しています。 
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３ プランの期間 
 

本プランの期間は、令和２（2020）年度から令和11（2029）年度までの10年間とします。ただ

し、背景となる法律の改正や社会情勢等の変化を踏まえ、計画期間５年目となる令和６（2024）年

度をめどに各施策の進捗状況や目標の達成状況等の検証を行い、必要に応じて見直しを行うものと

します。  

宍粟市総合計画 

第
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次
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市

男
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共
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参

画

プ

ラ
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整合 

【国】 

男女共同参画社会基本法 

女性活躍推進法 

第４次男女共同参画基本計画 

【県】 

第３次兵庫県男女共同参画計画 

関連計画 

（本プラン） 

 

宍粟市 

地域福祉計画 

 

宍粟市 

人権施策推進計画 

 

宍粟市 

配偶者等からの 

暴力対策基本計画 

 

しそうささゆりプラン 

（次世代育成支援のための 

宍粟市特定事業主行動計画） 

 

宍粟市における 

女性職員の活躍の推進に 

関する特定事業主行動計画 

 

宍粟市 

子ども・子育て支援事業計画 

 

しそうの子ども 

生き活きプラン 

 

宍粟市 

社会教育振興計画 

 

宍粟市高齢者福祉計画 

宍粟市介護保険事業計画 

 

宍粟市障害者計画 

宍粟市障害福祉計画 

宍粟市障害児福祉計画 

 

健康しそう 21  

宍粟市食育推進計画 

 

宍粟市 

自殺対策計画 

 

宍粟市 

地域防災計画 
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４ プラン策定の手法 
 

（１）アンケート調査の実施 
本プラン策定にあたっての基礎資料とするため、市民、事業所を対象としたアンケート調査を実

施し、男女共同参画に対する考え方や意識等の実態を把握しました。 

アンケート種別 調査対象者 配布数 有効回収数 有効回収率 

市民アンケート調査 

本市在住の 20 歳以上（平

成 30（2018）年 11 月１日

現在）の市民【無作為抽出】 

2,500件 1,060件 42.4％ 

事業所アンケート調査 市内の事業所 50件 36 件 72.0％ 

 

 

（２）市⺠ワークショップの実施 
地域で暮らす方や活動する方の視点から地域における男女共同参画の現状と課題を把握するた

め、女性セミナー受講者や女性市民活動団体の代表者等を対象にしたワークショップ形式の意見交

換を行いました。 

 

 

（３）宍粟市男⼥共同参画プラン策定委員会 
男女共同参画に関して識見を有する方や関係機関・団体より推薦を受けた方、公募による市民、

市長が必要と認める方からなる「第２次宍粟市男女共同参画プラン策定委員会」を設置し、専門的

な見地や市民の視点からの意見交換を行いながら、プラン案についての審議を行いました。 

 

 

（４）パブリックコメントの実施 
市民の意見を本プランに反映させるため、策定の過程でプラン案をホームページ等で公開し、パ

ブリックコメントを実施しました。 

■実施期間：令和元（2019）年 11 月 26日～12 月 25日 
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第２章 男⼥共同参画を取り巻く現状と課題 
１ 男⼥共同参画を取り巻く動向 

 

（１）国際的な動向 
昭和 50（1975）年に国連が開催した国際婦人年世界会議において、今後 10 年の行動指針を示

す「世界行動計画」が採択され、昭和 51（1976）年から昭和 60（1985）年までの 10 年間を女性

の地位向上をめざす「国連婦人の 10 年」と決定しました。 

 

その間、昭和 54（1979）年の国連総会において「女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関

する条約」（以下、「女子差別撤廃条約」という。）が採択され、「女子に対する差別」を定義すると

ともに、締約国に対し、適当な措置をとることが求められました。 

 

平成７（1995）年の北京での「第４回世界女性会議」では、女性の権利の実現とジェンダー平等

の推進をめざす「北京宣言」及び「行動綱領」が採択されました。「行動綱領」には、女性の地位向

上のために優先的に取り組むべき 12 の重大問題領域が定められ、各重大問題領域において「女性

に対する暴力」「権力及び意思決定における女性」「女性の人権」等の戦略目標及び行動が定められ

ました。 

 

「第４回世界女性会議」の 10 年目にあたる平成 17（2005）年には、「北京＋10」（第 49回国連

婦人の地位委員会）が開催され、「北京宣言」及び「行動綱領」、「女性 2000 年会議成果文書」を再

確認し、完全実施に向けた一層の取り組みを国際社会に求める宣言が採択されました。 

 

平成 23（2011）年には、国連女性地位向上部（ＤＡＷ）、国際婦人調査訓練研究所（ＩＮＳＴＲ

ＡＷ）、国連ジェンダー問題特別顧問事務所（ＯＳＡＧＩ）、国連女性開発基金（ＵＮＩＦＥＭ）と

いう既存のジェンダー平等に関連する４機関が統合され、ジェンダー平等と女性のエンパワーメン

トのための国連機関（ＵＮ Ｗｏｍｅｎ）が発足しました。 

 

同年に国連人権理事会において、個人の性的指向や性同一性を理由とする暴力や差別に対する

「由々しき懸念」が表明されるなど、多様な性（ＬＧＢＴ等）に関する国際的な取り組みも推進さ

れ始めました。 

 

平成 27（2015）年に開催された「北京＋20」（第 59 回国連婦人の地位委員会）では、「北京宣

言」及び「行動綱領」の進捗が遅く、不均衡であることから、具体的な行動をとることが表明され

ました。 

 

また、同年９月には、国連持続可能な開発サミットにおいて「持続可能な開発のための 2030 ア

ジェンダ」が採択され、持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の１つに、「ジェンダー平等を達成し、す

べての女性及び女児の能力強化を行う」ことが示されました。さらに、すべての目標とターゲット

における進展において、ジェンダー平等の実現及びジェンダー視点の主流化が不可欠なものとして

位置づけられました。 
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令和元（2019）年 12 月に世界経済フォーラムが発表した世界各国の男女格差を測る指数である

「ジェンダー・ギャップ指数（ＧＧＩ）」では、わが国は 153 か国中 121 位と、依然として男女の

格差が大きいということがわかります。 

 

（２）国内の動向 
わが国では、昭和 50（1975）年の国際婦人年を契機に男女平等に関する国内の法律や制度の整

備が進められ、昭和 60（1985）年に「女子差別撤廃条約」を批准しました。同条約の批准に向け

ては「男女雇用機会均等法」の制定等、さまざまな法制度の整備が進められました。 

 

また、学校教育における家庭科は女子のみの履修とされていましたが、平成５（1993）年には中

学校で、平成６（1994）年には高等学校で家庭科の男女共修が始まり、教育の面において性別によ

る役割分担意識の見直しが進められました。 

 

平成 11（1999）年には、国、地方公共団体をはじめ国民が男女共同参画社会実現への取り組み

の一層の推進を図るため、「男女共同参画社会基本法」が施行されました。これを受け、平成 12（2000）

年には、「男女共同参画基本計画」が策定されました。 

 

平成 17（2005）年には、「第２次男女共同参画基本計画」が策定され、12 の重点分野において

平成 22（2010）年度末までに実施する具体的施策が示されました。 

 

平成 19（2007）年には、「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」及び「仕事と

生活の調和推進のための行動指針」が策定され、長時間労働の抑制や年次有給休暇の取得促進、仕

事と家庭の両立支援の取り組みといった仕事と生活の調和を実現するための施策が社会全体とし

て推進され始めました。 

 

平成 22（2010）年には、「第３次男女共同参画基本計画」が策定され、社会経済情勢の変化等に

対応して 15 の重点分野において平成 27（2015）年度末までに実施する具体的施策が示されまし

た。 

 

平成 27（2015）年には、働く場面で活躍したいという希望をもつすべての女性が、その個性と

能力を十分に発揮できる社会を実現するため、「女性活躍推進法」が成立しました。これにより、国

や地方公共団体、労働者 301 人以上の大企業においては、女性活躍に関する状況の把握や「事業主

行動計画」の策定・公表等が義務づけられるなど、女性の活躍を迅速かつ重点的に推進するための

取り組みが進められました。 

 

また同年、長時間労働を背景とする男女の仕事と生活を取り巻く状況や働き方の二極化、女性の

ライフスタイルや世帯構成の変化への対応等、男女共同参画についてのさまざまな課題を解決して

いくため、「第４次男女共同参画基本計画」が策定されました。同計画では、男女共同参画をわが国

における最重要課題として位置づけるとともに、防災・復興における女性の参画とリーダーシップ

が不可欠であることが強調されています。 

 

平成 28（2016）年には、ＳＤＧｓ推進本部が設置され、「ＳＤＧｓ実施指針」が決定されました。

同指針では、ＳＤＧｓの担い手として女性のエンパワーメントを図り、あらゆる分野における女性

の活躍を推進していくことが掲げられています。 
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平成 29（2017）年には、「いじめの防止等のための基本的な方針」が改定され、「性同一性障害

や性的指向・性自認に係る児童生徒に対するいじめを防止するため、性同一性障害や性的指向・性

自認について、教職員への正しい理解の促進や、学校として必要な対応について周知する」ことが

盛り込まれました。 

 

平成 30（2018）年には、「政治分野における男女共同参画の推進に関する法律」が公布・施行さ

れました。衆議院、参議院及び地方議会の選挙において、男女の候補者の数をできる限り均等にす

ることをめざすことなどを基本原則とし、国・地方公共団体の責務や、政党等が所属する男女のそ

れぞれの公職の候補者の数について目標を定めるなど、自主的に取り組むよう努めることなどが定

められています。 

 

（３）兵庫県の動向 
兵庫県では、平成 13（2001）年に「ひょうご男女共同参画プラン 21」が策定され、平成 14（2002）

年には、県民、地域団体・ＮＰＯ、企業、行政等の参画と協働により取り組む、男女共同参画に関

する基本的な事項を定める「男女共同参画社会づくり条例」が施行されました。 

 

平成 18（2006）年には「ひょうご男女共同参画プラン 21」後期実施計画、平成 21（2009）年

には「第３次男女共同参画兵庫県率先行動計画－ひょうごアクション８－」、平成 23（2011）年に

は「新ひょうご男女共同参画プラン 21」が策定されました。 

 

平成 28（2016）年には「第３次兵庫県男女共同参画計画」が策定され、「すべての女性が活躍で

きる環境の整備」「仕事と生活の両立（ワーク・ライフ・バランス）の実現」「家庭や地域における

『きずな』の強化」「安心して生活できる社会づくりの推進」「次代を担う子どもや若者の育成」の

５つを重点的に取り組む課題としています。 

 

 

（４）本市の動向 
本市では、平成 22（2010）年３月に前プランを策定し、「男女の人権の尊重」「社会における制

度又は慣行についての配慮」「政策等の立案及び決定への共同参画」「家庭生活における活動と他の

活動の両立」「国際的協調」の５つを基本理念に男女共同参画を推進してきました。 

 

令和元（2019）年度末をもって計画期間が満了となることから、社会情勢の変化に対応し、より

効果的に男女共同参画社会の実現に向けた施策が展開できるよう、本プランを策定します。 
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（2045）年
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０～14歳（年少人口） 15～64歳（生産年齢人口） 65～74歳（前期高齢者人口） 75歳以上（後期高齢者人口）

２ 統計データからみる本市の現状 
 

（１）人口等の状況 

① 総人口の推移と将来推計 
総人口は減少をつづけており、平成 27（2015）年では 37,773 人と、昭和 60（1985）年から

30 年間で 22.9％の減少となっています。特に、０～14歳（年少人口）及び 15～64歳（生産年

齢人口）が大きく減少しています。 

国立社会保障・人口問題研究所による将来推計をみると、今後も人口は減少しつづけ、令和 27

（2045）年には 19,570 人と、平成 27（2015）年のほぼ半数まで減少することが予測されてい

ます。本市では、人口減少対策を最重要課題と位置づけ、戦略的に対策を講じることにより、長

期的な視点で人口減少に歯止めをかけ、一定規模の人口の持続的な定着をめざすこととしていま

す。 

■総人口の推移と将来推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：平成 27（2015）年までは国勢調査、令和２（2020）年以降は国立社会保障・人口問題研究所 

② 年齢４区分別人口構成割合 
年齢４区分別の人口構成割合は、15～64 歳の割合が全国・兵庫県よりも低くなっている一方

で、65～74歳及び 75 歳以上の割合が高くなっており、高齢化が進んでいることがわかります。 

■年齢４区分別人口構成割合（平成 27（2015）年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
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③ 世帯数及び世帯あたり人員        

世帯数は、平成７（1995）年から平成 27（2015）年にかけて概ね横ばいで推移しています。

世帯あたり人員は平成 27（2015）年において 3.0 人と、全国・兵庫県よりも 0.6 人多くなって

いますが、全国・兵庫県と同様に減少傾向となっています。 

■世帯数及び世帯あたり人員の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

④ 家族類型別世帯数    

単身世帯及び夫婦のみの世帯、ひとり親と子どもからなる世帯が増加している中、夫婦と子ど

もからなる世帯は減少傾向となっています。 

■家族類型別世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
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⑤ ひとり親世帯数        

母子世帯数は増加傾向となっており、平成７（1995）年から平成 27（2015）年にかけて約 100

世帯増加しています。父子世帯数は概ね横ばいとなっています。 

■ひとり親世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

⑥ 婚姻・離婚数  
婚姻数は平成 25（2013）年から平成 27（2015）年にかけて概ね横ばいで推移していました

が、平成 27（2015）年を境に減少傾向に転じ、平成 29（2017）年は 111件となっています。 

離婚数は平成 25（2013）年以降概ね横ばいで推移しており、平成 29（2017）年は 55 件とな

っています。 

■婚姻・離婚数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：兵庫県保健統計年報 
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（２）出生に関する状況 

① 出生数 
出生数は平成７（1995）年以降減少傾向となっており、平成 27（2015）年では 239 人となっ

ています。 

■出生数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：兵庫県保健統計年報 

 

② 合計特殊出⽣率 
合計特殊出生率は、全国・兵庫県よりも高い水準で推移していますが、本市が平成 12（2000）

年以降減少傾向となっている一方で、全国・兵庫県は平成 17（2005）年以降増加傾向となって

おり、その差は小さくなってきています。 

■合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：兵庫県保健統計年報 
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（３）就業に関する状況 

① 産業分類別就業者数 
産業分類別就業者数は、男性では「製造業」が最も多く、次いで「建設業」「卸売業、小売業」

となっています。女性では「製造業」が最も多く、次いで「医療、福祉」「卸売業、小売業」とな

っています。 

■産業分類別就業者数（平成 27（2015）年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

② ⼥性の就業率 
平成 27（2015）年の女性の年齢別就業率は、平成 22（2010）年と比較し、20歳代後半から

70 歳代前半のすべての年代で上昇しています。特に、30 歳代や 50 歳代後半の増加が大きくな

っています。 

■女性の年齢別就業率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

農
業

林
業

漁
業

鉱
業
、
採
石
業
、
砂
利
採
取
業

建
設
業

製
造
業

電
気
・
ガ
ス
・
熱
供
給
・
水
道
業

情
報
通
信
業

運
輸
業
、
郵
便
業

卸
売
業
、
小
売
業

金
融
業
、
保
険
業

不
動
産
業
、
物
品
賃
貸
業

学
術
研
究
、
専
門
・
技
術
サ
ー
ビ
ス
業

宿
泊
業
、
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業

生
活
関
連
サ
ー
ビ
ス
業
、
娯
楽
業

教
育
、
学
習
支
援
業

医
療
、
福
祉

複
合
サ
ー
ビ
ス
事
業

サ
ー
ビ
ス
業

（
他
に
分
類
さ
れ
な
い
も
の
）

公
務

（
他
に
分
類
さ
れ
る
も
の
を
除
く
）

分
類
不
能
の
産
業

（人）

就業者数（男性）

就業者数（女性）

8.7

71.4

75.8
74.7

77.3

84.3
82.8

84.0

76.8

58.9

37.8

22.0

11.4

4.9

1.3

10.3

74.4

71.9

66.5

71.4

79.9

82.1
80.6

68.4

54.1

33.7

20.0

12.0

5.0

2.4

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65～

69歳

70～

74歳

75～

79歳

80～

84歳

85歳

以上

（％）

平成27（2015）年

平成22（2010）年



12 

 

平成 27（2015）年の女性の年齢別就業率を全国・兵庫県と比較すると、20歳代から 70歳代

のすべての年代において、全国・兵庫県より高くなっています。特に、40歳代前半の就業率が全

国より 16.4ポイント、兵庫県より 19.3ポイント高くなっています。 

■女性の年齢別就業率（平成 27（2015）年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

 

平成 22（2010）年及び平成 27（2015）年の女性の従業上の地位別就業率を全国・兵庫県と比

較すると、「正規の職員・従業員」は、本市では減少している一方、全国・兵庫県では増加してい

ます。「労働者派遣事業所の派遣社員」は、本市では増加している一方、全国・兵庫県では減少し

ています。「パート・アルバイト・その他」は、本市、全国・兵庫県ともに増加しています。 

■女性の従業上の地位別就業率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
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③ 所定内給与※額 
所定内給与額は、全国ではゆるやかな増加傾向となっていますが、兵庫県では平成 28（2016）

年から平成 30（2018）年にかけて概ね横ばいで推移しています。性別の内訳をみると、男性で

2,300円減少している一方で、女性で 4,500円増加しています。 

男女の所定内給与の差は、全国では９万円前後の横ばいで推移していますが、兵庫県では平成

28（2016）年から平成 30（2018）年にかけて増減があり、平成 30（2018）年で７万円台後半

となっています。 

■所定内給与額の推移 

 

 

 

 

 

 

資料：賃金構造基本統計調査 

 

※所定内給与とは、給与規則等によって決まって支給される給与（定期給与）のうち、時間外手当や休日

出勤手当等の所定外給与（超過労働給与）以外のものをいいます。 

  

（千円）

全体 男性 女性 全体 男性 女性 全体 男性 女性

兵庫県 299.7 329.1 244.9 294.8 319.3 247.7 299.4 326.8 249.4

全国 304.0 335.2 244.6 304.3 335.5 246.1 306.2 337.6 247.5

平成28（2016）年 平成29（2017）年 平成30（2018）年
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（４）⼥性の参画状況 

① 政策・⽅針決定過程への⼥性の参画状況 
審議会等への女性登用割合は、平成 25（2013）年から平成 29（2017）年にかけて概ね増加傾

向となっています。平成 30（2018）年は 34.8％と、令和２（2020）年に設定している目標数値

の 35.0％をほぼ達成している状況となっています。 

女性議員の割合はゆるやかに増加傾向となっており、平成 30（2018）年では 12.5％と、平成

23（2011）年と比較して、2.5ポイント増加しています。 

市職員の女性管理職の割合は、平成 25（2013）年から平成 29（2017）年にかけて増加傾向と

なっています。平成 30（2018）年は 14.1％と、令和２（2020）年に設定している目標数値の

15.0％をほぼ達成している状況となっています。 

防災会議における女性委員の割合は、平成 27（2015）年以降、概ね横ばいで推移しています。 

■審議会等への女性登用割合   ■女性議員の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■市職員の女性管理職の割合   ■防災会議における女性委員の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：ひょうごの男女共同参画 
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0

1

8

）

年

（％）

8.2

6.2 6.2

11.6

13.5

15.2

20.6

14.1

0.0

10.0

20.0

30.0

平

成

2

3

（

2

0

1

1

）

年

平

成

2

4

（

2

0

1

2

）

年

平

成

2

5

（

2

0

1

3

）

年

平

成

2

6

（

2

0

1

4

）

年

平

成

2

7

（

2

0

1

5

）

年

平

成

2

8

（

2

0

1

6

）

年

平

成

2

9

（

2

0

1

7

）

年

平

成

3

0

（

2

0

1

8

）

年

（％）

0.0

13.6 13.6 13.6
13.3

0.0

10.0

20.0

30.0

平

成

2

6

（

2

0

1

4

）

年

平

成

2

7

（

2

0

1

5

）

年

平

成

2

8

（

2

0

1

6

）

年

平

成

2

9

（

2

0

1

7

）

年

平

成

3

0

（

2

0

1

8

）

年

（％）
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審議会等への女性登用割合を兵庫県内他市と比較すると、本市は尼崎市、宝塚市に次いで高く

なっており、県内でも上位であることがわかります。 

■審議会等への女性登用割合の他市比較（平成 30（2018）年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女性議員の割合を兵庫県内他市と比較すると、本市は 12.5％と、県平均の 15.3％を下回ってい

ます。 

■女性議員の割合の他市比較（平成 30（2018）年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市職員の女性管理職の割合を兵庫県内他市と比較すると、本市は 14.1％と、県平均の 16.3％を

下回っています。 

■市職員の女性管理職の割合の他市比較（平成 30（2018）年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：ひょうごの男女共同参画 

37.1
35.5 34.8

33.5 33.5 33.5
32.1 32.1

31.1 31.0 30.5 30.4
29.5 29.1

27.6 27.3 26.9 26.9 26.7 26.5

23.2 23.0
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15.0

0.0
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市

（％）

兵庫県平均

27.5％

34.8

28.6

26.9 26.2
25.9
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20.3 20.0

17.5 17.2

13.3 13.3
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20.5

18.1

16.2
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洲
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加
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（％）

兵庫県平均

16.3％
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防災会議における女性委員の割合を兵庫県内他市と比較すると、本市は 13.3％と、県内では比

較的高くなっています。 

■防災会議における女性委員の割合の他市比較（平成 30（2018）年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：ひょうごの男女共同参画 

 

② ⾃治会役員への⼥性就任状況 
市内における自治会役員（自治会長または副会長もしくは会計）への女性の就任状況は、副会

長もしくは会計でみられるものの、ほとんどない状況となっています。 

■自治会役員への女性就任状況の推移 

 

 

 

 

 

 

 

資料：宍粟市市民協働課 

 

自治会長に占める女性の割合を兵庫県内他市と比較すると、宝塚市、尼崎市が約 20％と高くな

っている一方で、本市は女性の自治会長がいない状況となっています。 

■自治会長に占める女性の割合の他市比較（平成 30（2018）年） 

 

 

 

 

 

 

 

資料：内閣府市町村女性参画状況見える化マップ 

21.3

19.5

18.0 17.7

11.8

9.9

7.8
7.1

5.6 5.2 4.9
4.0

3.5

2.5
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し
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市
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市

洲
本
市

相
生
市

姫
路
市

南
あ
わ
じ
市

高
砂
市

た
つ
の
市

淡
路
市

西
脇
市

赤
穂
市

加
東
市

篠
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岡
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市

（％）
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市
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市
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市
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市

朝
来
市

高
砂
市

淡
路
市

洲
本
市

西
脇
市

加
西
市

た
つ
の
市

赤
穂
市

（％）

兵庫県平均

9.8％

（団体）

自治会数

平成26

（2014）年度

平成27

（2015）年度

平成28

（2016）年度

平成29

（2017）年度

平成30

（2018）年度

山崎町 85団体 0 1 3 3 3

一宮町 39団体 0 0 0 0 0

波賀町 19団体 0 0 0 0 0

千種町 13団体 0 0 0 0 1



17 

 

（５）ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）に関する状況 

① ＤＶ相談件数及び相談回数 
ＤＶ相談件数は平成 26（2014）年度以降減少傾向となっており、平成 30（2018）年度は平成

26（2014）年度のおよそ３分の１の９件となっています。相談回数についても平成 27（2015）

年度以降減少傾向であり、平成 30（2018）年度は 154回となっています。 

■ＤＶ相談件数及び相談回数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：宍粟市福祉事務所 
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（回）（件）

相談件数 相談回数
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３ 市⺠アンケート調査結果からみる現状 
 

（１）男⼥平等について 

① 男⼥共同参画に関することばの認知度（複数回答） 
男女共同参画に関することばの認知度についてみると、「セクシュアル・ハラスメント」「配偶

者等からの暴力（ＤＶ）」「男女雇用機会均等法」「男女共同参画社会」が５割を超えて高くなって

います。一方で、「女子差別撤廃条約」「ポジティブ・アクション（積極的改善措置）」「ジェンダ

ー（社会的・文化的に形成された性別）」「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）」「女

性活躍推進法」の認知度は低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

55.0 

17.7 

8.2 

37.1 

29.9 

71.3 

72.9 

67.5 

22.8 

10.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

男女共同参画社会

女子差別撤廃条約

ポジティブ・アクション（積極的改善措置）

ジェンダー（社会的・文化的に形成された性別）

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）

配偶者等からの暴力（ＤＶ）

セクシュアル・ハラスメント

男女雇用機会均等法

女性活躍推進法

不明・無回答

全体（N=1,060）
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② 各分野における男⼥の地位の平等（単数回答） 
各分野における男女の地位の平等について、「平等になっている」の割合は【学校教育の場】で

48.2％と高くなっています。一方で、【政治の場】【社会通念・慣習・しきたりなど】【社会全体で

みた場合】では１割前後と低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

10.3

8.7

2.1

27.2

9.9

22.3

9.3

10.5

44.1

42.8

11.1

39.4

29.6

47.8

38.0

55.3

25.8

20.2

48.2

8.9

26.8

8.6

24.4

10.8

5.4

3.6

1.2

0.9

3.1

1.2

4.2

2.7

1.3

0.7

0.8

0.1

1.1

0.7

0.8

0.6

8.5

16.0

28.6

15.9

21.0

12.5

16.4

14.2

4.7

8.0

8.0

7.5

8.4

7.0

6.8

5.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家庭生活

職場

学校教育の場

政治の場

法律や制度の上で

社会通念・

慣習・しきたりなど

自治会やＰＴＡなどの

地域活動の場

社会全体で

みた場合

全体（N=1,060）

男性の方が非常に優遇されている

どちらかといえば男性の方が優遇されている

平等になっている

どちらかといえば女性の方が優遇されている

女性の方が非常に優遇されている

わからない

不明・無回答
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（２）家庭生活等について 

① 「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という考え方（単数回答） 
「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という考え方について、「どちらかといえば賛

成」が最も高くなっています。男女年齢別にみると、男女ともに年代が高くなるにつれて賛成の

割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

4.2 32.2 27.7 17.5 16.0 2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（N=1,060）

賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対

反対 わからない 不明・無回答

単位：％

賛

成

ど

ち

ら

か

と

い

え

ば

賛

成

ど

ち

ら

か

と

い

え

ば

反

対

反

対

わ

か

ら

な

い

不

明

・

無

回

答

男性全体（N=436) 5.3
35.635.635.635.6

26.4 16.3 15.6 0.9

20～30歳代（N=64) 4.7 18.8
29.729.729.729.7

28.1 18.8 0.0

40～50歳代（N=121) 3.3 24.8
32.232.232.232.2

23.1 15.7 0.8

60歳以上（N=250) 6.4
45.245.245.245.2

22.4 10.0 14.8 1.2

女性全体（N=611) 3.3
30.030.030.030.0

28.6 18.8 16.4 2.9

20～30歳代（N=79) 1.3 22.8 30.4
31.631.631.631.6

12.7 1.3

40～50歳代（N=178) 2.8 20.8
32.032.032.032.0

21.3 22.5 0.6

60歳以上（N=352) 4.0
36.136.136.136.1

26.7 14.8 14.2 4.3

【男性】

【女性】
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② 家庭での役割分担（単数回答） 
家庭での役割分担について、理想では各項目において「夫婦同程度」が高くなっています。 

一方で、現実をみると、【生活費の確保】で「主に夫」、【学校・地域の行事参加、近所との付き

合い】で「夫婦同程度」が高くなっているものの、それ以外の項目では「主に妻」が高くなって

います。 

 

◆理想 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆現実 
 

 

 

 

 

  

60.0

0.9

5.3

11.1

0.1

1.1

19.3

9.3

15.8

43.6

21.5

23.3

5.3

75.6

63.4

28.5

59.8

47.8

1.7

0.6

1.2

1.9

2.6

12.0

13.7

13.7

14.2

14.9

16.0

15.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生活費の確保

家事（洗濯・掃除・

食事の支度など）

日常の家計管理

学校・地域の行事参加、近

所との付き合い

子どもの世話

高齢者、

病人の世話・介護

全体（N=885）

主に夫 夫婦同程度 主に妻 わからない 不明・無回答

32.9

0.3

1.1

2.7

0.1

0.5

40.8

55.3

42.5

70.7

66.2

66.1

1.3

21.6

32.0

4.9

11.1

7.3

5.2

3.3

5.2

2.5

2.9

7.0

19.7

19.5

19.2

19.2

19.6

19.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生活費の確保

家事（洗濯・掃除・

食事の支度など）

日常の家計管理

学校・地域の行事参加、近

所との付き合い

子どもの世話

高齢者、

病人の世話・介護

全体（N=1,060）

主に夫 夫婦同程度 主に妻 わからない 不明・無回答
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（３）子育てについて 

① 子どもの育て方についての考え（単数回答） 
子どもの育て方について、【男の子も女の子も、生まれもった個性や才能を可能な限り活かし

て育てるのがよい】【男の子と女の子で進学先に差をつけない方がよい】において、『そう思う』

（「そう思う」と「どちらかといえばそう思う」の合計）は８割を超えています。 

【男の子は男の子らしく、女の子は女の子らしく育てるのがよい】において、『そう思わない』

（「どちらかといえばそう思わない」と「そう思わない」の合計）が約３割みられます。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

（４）仕事・働き方について 

① 職場における男⼥平等（単数回答） 
職場における男女平等について、各項目において「平等になっている」が３割台となっています。 

一方で、『男性の方が優遇されている』（「男性の方が非常に優遇されている」と「どちらかとい

えば男性の方が優遇されている」の合計）も各項目において２～３割台となっており、【昇進・昇

格】では「平等になっている」を上回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

7.2

11.3

10.2

6.9

22.1

24.6

29.0

21.5

39.9

37.5

30.1

35.0

3.6

0.2

0.9

8.3

1.1

0.2

0.0

1.3

17.7

17.9

20.4

18.8

8.3

8.3

9.3

8.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

募集や採用

賃金

昇進・昇格

仕事の内容

全体（N=637）

男性の方が非常に優遇されている

どちらかといえば男性の方が優遇されている

平等になっている

どちらかといえば女性の方が優遇されている

女性の方が非常に優遇されている

わからない

不明・無回答

21.8

62.0

63.0

40.3

28.6

21.3

13.7

1.1

3.3

15.6

0.9

4.0

8.7

7.4

8.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男の子は男の子らしく、

女の子は女の子らしく育てるのがよい

男の子も女の子も、生まれもった個性や才

能を可能な限り活かして育てるのがよい

男の子と女の子で

進学先に差をつけない方がよい

全体（N=1,060）

そう思う どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない そう思わない

不明・無回答
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（５）地域活動への参加について 

① 地域活動の役割分担（単数回答） 

地域活動の役割分担について、【方針や企画などの決定について】【団体の長への就任について】

【方針決定の場での発言について】で「主に男性」が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② ⼥性が地域活動のリーダーになるために必要なこと（複数回答） 

自治会長やＰＴＡ会長等、女性が地域活動のリーダーになるために必要なことについてみると、

「女性が地域活動のリーダーになることに対する男性の抵抗感をなくすこと」「女性が地域活動

のリーダーになることに対する女性自身の抵抗感をなくすこと」「社会の中で、女性が地域活動

のリーダーになることについて、その評価を高めること」が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

45.1 

48.3 

33.2 

19.7 

20.4 

3.5 

7.9 

12.7 

6.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

女性が地域活動のリーダーになることに対する

女性自身の抵抗感をなくすこと

女性が地域活動のリーダーになることに対する

男性の抵抗感をなくすこと

社会の中で、女性が地域活動のリーダーに

なることについて、その評価を高めること

女性が地域活動のリーダーになることについて、

啓発や情報提供・研修を行うこと

女性が地域活動のリーダーに一定の割合で

なるような取り組みを進めること

その他

特にない

わからない

不明・無回答

全体（N=1,060）

49.9

21.6

71.1

45.9

15.2

34.8

58.4

14.9

39.7

68.6

2.1

10.8

1.1

1.2

6.3

6.7

3.0

6.0

5.8

4.0

6.6

6.2

6.8

7.4

5.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

方針や企画などの

決定について

準備や片付けについて

団体の長への

就任について

方針決定の場での

発言について

活動への参加について

全体（N=730）

主に男性 性別関係なく 主に女性 わからない 不明・無回答
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80.3 

8.7 

16.9 

14.8 

0.5 

0.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

職場

学校

地域活動

家庭

その他

不明・無回答

全体（N=183）

（６）ハラスメント・ＤＶ等について 

① ハラスメントを受けたことがある人とその対応 
ハラスメントの被害にあったことがある人は２割程度みられ、ハラスメントを受けた場は「職

場」が８割と高くなっています。 

ハラスメントを受けたとき、「何もしなかった」人は半数を超えています。 

 

◆ハラスメントの被害にあったことがあるか（単数回答） ◆ハラスメントを受けた場（複数回答） 
 
 

 

 

 

 

 

 

ハラスメントを受けたことが「ある」と答えた方 

◆ハラスメントを受けたときの対応（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

  

50.3 

18.0 

15.3 

5.5 

29.0 

4.4 

1.6 

0.5 

8.2 

2.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

何もしなかった

抗議したが改善されなかった

抗議して逆に不利益を受けた

抗議して事態が改善した

家族・友人などに相談した

職場や学校などの相談窓口に相談した

労働局など外部機関に相談した

法的手段に訴えた

その他

不明・無回答

全体（N=183）

17.3

73.2

9.5

全体（N=1,060）

ある ない 不明・無回答
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② 暴⼒を受けたことがある⼈とその対応 
配偶者等からの暴力を受けたことがある人や恋人からの暴力を受けたことがある人は一定数

みられます。 

暴力を受けたとき、「どこ（だれ）にも相談しなかった」人は男女ともに半数程度みられます。 

 

◆配偶者等からの暴⼒について、経験したり、 
⾒聞きしたりしたことがあるか（複数回答） 

 
 

 

 

 

 

 

 

「⾃分が暴⼒を受けたことがある」と答えた⽅ 

◆どこ（だれ）かに相談したか（複数回答） 

 

 

 

 

 

  

7.7 

4.2 

16.1 

57.8 

35.9 

5.8 

10.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

自分が暴力を受けたことがある

自分が暴力を振るったことがある

身近に経験した人がいる

知識として知っている

ことばは聞いたことがある

ことばも聞いたことがない

不明・無回答

全体（N=1,060）

2.8 

1.3 

8.2 

49.9 

29.3 

13.5 

18.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

自分が暴力を受けたことがある

自分が暴力を振るったことがある

身近に経験した人がいる

知識として知っている

ことばは聞いたことがある

ことばも聞いたことがない

不明・無回答

全体（N=1,060）

◆恋人からの暴⼒について、経験したり、 
⾒聞きしたりしたことがあるか（複数回答） 

23.5 

17.6 

11.8 

5.9 

5.9 

5.9 

0.0 

37.3 

26.7 

6.7 

2.7 

2.7 

5.3 

2.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

家族や親族

友人・知人

職場・アルバイトの

関係者

学校関係者

（教員、スクールカウンセラーなど）

医療関係者

（医師、看護師など）

警察

公的機関の相談窓口、

電話相談など

5.9 

5.9 

0.0 

5.9 

47.1 

17.6 

1.3 

2.7 

1.3 

6.7 

44.0 

6.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

保健所・保健センターの保健師

民間の専門家や専門機関

（弁護士、カウンセリング機関、

民間シェルターなど）

配偶者暴力相談支援センター

その他

どこ（だれ）にも相談しなかった

不明・無回答

男性全体（N=17) 女性全体（N=75)
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（７）防災・災害復興対策について 

① 防災・災害復興対策で男⼥の性別に配慮して取り組む必要があると思うもの（複数回答） 
防災・災害復興対策で男女の性別に配慮して取り組む必要があると思うものについてみると、

「避難所の設備（男女別のトイレ、更衣室、洗濯干場など）」が最も高く、次いで「災害時の救援

医療体制（乳幼児、高齢者、障がいのある人、妊産婦へのサポート体制）」「避難所運営の責任者

に男女がともに配置され、避難所運営や被災者対応に男女両方の視点が入ること」となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

  

76.5 

60.8 

65.6 

38.1 

44.0 

45.4 

43.0 

0.9 

8.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

避難所の設備（男女別のトイレ、

更衣室、洗濯干場など）

避難所運営の責任者に男女がともに配置され、

避難所運営や被災者対応に男女両方の視点が入ること

災害時の救援医療体制（乳幼児、高齢者、

障がいのある人、妊産婦へのサポート体制）

公的施設の備蓄品のニーズ把握、

災害時に支給する際の配慮

被災者に対する相談体制

防災会議に男女がともに参画し、

防災計画に男女両方の視点が入ること

災害復旧・復興対策計画に男女がともに参画し、

計画に男女両方の視点が入ること

その他

不明・無回答

全体（N=1,060）
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（８）性について 

① 多様な性への理解について課題だと思うこと（複数回答） 
多様な性への理解について課題だと思うことは、「ＬＧＢＴなどについて正しい知識を得る機

会がないこと」が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 多様な性の人たちが暮らしやすい社会をつくるために必要な取り組み（複数回答） 
多様な性の人たちが暮らしやすい社会をつくるために必要な取り組みについて、「教育現場で

の啓発活動」「多様な性についての専門機関や相談窓口の設置」が高くなっています。 

 

 

 

 

  

27.2 

38.5 

24.0 

26.4 

17.2 

25.0 

7.4 

0% 10% 20% 30% 40%

本人の意思に反して

「男らしく、女らしく」

という考えを押しつけること

ＬＧＢＴなどについて

正しい知識を得る

機会がないこと

家族や友人から

理解されないこと

学校や職場でいじめや

いやがらせを受けること

就職や職場において

不利な扱いを受けること

相談する人や

場所がないこと

異性愛を前提とした

教育を受けること

（性教育、道徳など）

全体（N=1,060）

6.9 

8.7 

4.1 

3.4 

0.8 

2.6 

13.1 

11.5 

0% 10% 20% 30% 40%

法律上、同性婚が

認められていないこと

トイレ、更衣室などが、

男女の性別しかなく、

多様な性に対応していないこと

制服などで性別を

決めつけること

企業が提供するサービス

において、戸籍の性別に基づいた

利用を求められること

その他

特にない

わからない

不明・無回答

28.9 

44.5 

27.1 

28.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

行政による啓発活動

教育現場での啓発活動

職場での啓発活動

多様な性に対応した

設備の整備

全体（N=1,060）

43.6 

25.4 

5.1 

19.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

多様な性についての

専門機関や相談窓口の設置

同性婚を認めるなどの

社会制度の見直し

その他

不明・無回答
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（９）男⼥共同参画の推進に関する施策について 

① 「男⼥共同参画社会」を実現するために、⾏政が⼒を⼊れていくべきこと（複数回答） 
「男女共同参画社会」を実現するために、行政が力を入れていくべきことについてみると、「子

育てや介護などでいったん仕事をやめた人の再就職を支援する」が最も高く、次いで「子育てや

介護中であっても仕事が続けられるよう支援する」「保育の施設・サービスや、高齢者や病人の施

設・介護サービスを充実する」となっています。 

 

  

41.2 

25.7 

19.7 

11.9 

23.3 

22.5 

41.6 

48.8 

50.8 

50.9 

16.4 

17.5 

13.0 

3.4 

12.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

法律や制度の見直し・強化

（仕事と生活の両立支援、雇用均等、女性登用など）

国・地方公共団体の審議会委員や管理職など、

政策決定の場に女性を積極的に登用する

市が男女共同参画を推進するための条例を整備する

市が男女共同参画を推進するための

センターを整備する

民間企業・団体などの管理職に

女性の登用が進むよう支援する

従来、女性が少なかった分野（研究者など）への

女性の進出を支援する

労働時間の短縮や在宅勤務の普及など、

男女ともに働き方の見直しを進める

保育の施設・サービスや、

高齢者や病人の施設・介護サービスを充実する

子育てや介護中であっても

仕事が続けられるよう支援する

子育てや介護などでいったん仕事をやめた人の

再就職を支援する

女性や男性の生き方や

悩みに関する相談の場を提供する

男女の平等と相互の理解や

協力について学習機会を充実する

男女の平等と相互の理解や協力について

広報・ＰＲする

その他

不明・無回答

全体（N=1,060）
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４ 事業所アンケート調査結果からみる現状 
 

（１）育児休業・介護休業を取得するにあたっての課題（複数回答） 
男性従業員が育児休業を取得するにあたっての課題や従業員が介護休業を取得するにあたって

の課題は、「代替要員の確保が困難」が最も高くなっています。 

 

◆男性従業員が育児休業を取得するにあたっての課題  ◆従業員が介護休業を取得するにあたっての課題 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）ハラスメントの問題（複数回答） 
事業所においてハラスメントが問題になったことがある事業所は、１割程度みられます。 

 

 

 

 

 

  

13.9 

16.7 

66.7 

58.3 

5.6 

58.3 

50.0 

13.9 

0.0 

2.8 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80%

上司の理解不足

同僚の理解不足

代替要員の確保が困難

休業中の賃金補償

キャリア形成に不安を

抱く従業員がいる

前例（モデル）がない

男性自身に育児休業を

取る意識がない

社会全体の認識不足

その他

特に課題はない

不明・無回答

全体（N=36）

5.6 

5.6 

77.8 

55.6 

2.8 

36.1 

25.0 

8.3 

0.0 

2.8 

2.8 

0% 20% 40% 60% 80%

上司の理解不足

同僚の理解不足

代替要員の確保が困難

休業中の賃金補償

キャリア形成に不安を

抱く従業員がいる

前例（モデル）がない

従業員自身に介護休業を

取る意識がない

社会全体の認識不足

その他

特に課題はない

不明・無回答

全体（N=36）

5.6 

11.1 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

80.6 

5.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

セクシュアル・ハラスメントが問題になった

パワー・ハラスメントが問題になった

マタニティ・ハラスメントが問題になった

パタニティ・ハラスメントが問題になった

性的少数者（ＬＧＢＴなど）に関するハラスメントが問題になった

その他

問題になったことはない

不明・無回答

全体（N=36）
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５ 市⺠ワークショップからみる現状 
 

（１）実施概要 
市民ワークショップは市民アンケート調査や事業所アンケート調査に加えて、市民に本市の課題

や男女共同参画実現のために必要な取り組みについて、意見や提案をいただくことを目的に実施し

ました。 

■実施概要 

開催日程 平成 31（2019）年３月 15 日（金） 

対象者 女性セミナー受講者や女性市民活動団体の代表者等 

参加人数 一般参加者 16 名、市職員６名 

 

 

■各グループでの意見 

 【１班】           【２班】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【３班】           【４班】 
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（２）市⺠ワークショップでの意⾒（内容抜粋） 

【１班】 
視点 男女共同参画に関して気になっていること 

男らしく女らしく 

・男らしく、女らしくという考え方 

・男の子は青、女の子は赤というカラー分け 

・女性は守られるもの？男性も守ってほしい 

・（男は）泣いたらあかん 

・制服 

子育て 

・子どもの数が１人で、せがないといわれた 

・子育ては母親がすることなのか 

結婚の制度や価値観 

・長男が跡を継ぎ、親をみている 

・離婚への偏見がある 

ハラスメント 

・ＤＶ、暴力 

・アダルトビデオ 

 

「ハラスメント」の問題を少しでも良くするための取り組み 

 

・身体の特性を尊重したうえでの男女平等の推進 ・平等のイメージを提供する 

・若い頃からの教育      ・性教育の充実 

 

【２班】 
視点 男女共同参画に関して気になっていること 

制度 ・夫婦別姓 

家庭の理解 

・世代間で価値観が違う 

・長男を大事にしている 

・地方特有の考え方が根強い 

職場の理解 

・子どもの病院って母親が連れて行くもの？ 

・まだまだ男性の育休が取りにくい 

・日ごろの学校行事への参加は母親が多い 

職場の待遇 ・職場での接客やお茶出しは女性 

決めつけ、セクハラ 

・出会いの場では、男性が有料で、女性が無料 

・女性だけ、女性専用車両がある 

教育現場 ・好きな色はばらばら、「男だから青」は偏見 

 

「職場の理解」「職場の待遇」の問題を少しでも良くするための取り組み 

 

・子育てをする母親の雇用充実    ・子どもを預けられる場所づくり 

・男性のコミュニティの場づくり    ・企業での勉強会の開催 
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【３班】 

視点 男女共同参画に関して気になっていること 

性別 

・子育ては母親、仕事は父親という分担がある 

・ＰＴＡは女性が多い 

・自治会での活動のあり方 

・自分だけの自由な時間がなかなかとれない 

意識の低さ 

・男性も女性も意識が低い 

・問題がないから問題と思わない 

・関心の有無に差がある 

・周りが知らない 

・特に年配の女性自身の意識改革が必要 

・男性に料理をしようという意識がない 

・学ぶ機会が少ない 

 

「意識の低さ」の問題を少しでも良くするための取り組み 

 

・少しずつ自分で動いて伝える  ・読書コーナーをつくる 

・さまざまな人と話せる交流の場づくり ・周りの人に知らせる 

 

 

【４班】 

視点 男女共同参画に関して気になっていること 

職場 

・男性というだけで期待される 

・男性の方が昇給（昇級）が早い 

・女性ばかりにさせていることに気づかない 

家庭 ・洗濯、掃除、料理は女性 

自治会 ・自治会役員の決め方がおかしい 

 

「職場」「家庭」「自治会」の問題を少しでも良くするための取り組み 

 

・意識改革、啓発   ・セミナー等に参加してもらう仕組みづくり 

 

 

 

※上記は市民ワークショップでの意見をもとに作成しているため、市内の一部地域の状況等を含みます。 
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６ 前プランの取り組み状況 
 

基本目標Ⅰ 男⼥共同参画社会の実現に向けた意識づくりの推進 
 ≪取り組み状況≫  

重点目標１ 男女共同参画社会をめざす啓発活動の推進 

●広報紙、しーたん通信、しそうチャンネル、ホームページを活用し、啓発や情報発信を行った。 

●女性が活躍しやすい職場環境構築のため、市職員に研修を行い、意識の向上に取り組んだ。 

重点目標２ 男女共同参画の視点に立った教育の推進 

●就学前及び小・中学校の教職員に対する研修を実施し、教職員の意識の向上に取り組んだ。 

●男女共同参画に関する講座や研修会を市民大学講座と連携しながら実施した。 

重点目標３ 人権を尊重する意識の醸成 

●人権啓発冊子「そよ風」への掲載や男女共同参画ニュースの配布等により、啓発を行った。 

●ＤＶ防止対策について、市役所窓口等における周知や、各小・中学校における校内研修を実施し

た。 

 

 ≪今後強化が必要な取り組み≫  
◇固定的性別役割分担意識を解消するためのさらなる効果的な啓発が必要。 

◇支援を必要とする方に適切な支援ができるよう、女性相談窓口やＤＶ相談窓口をはじめとした、相

談窓口の周知や充実が必要。 

◇男女共同参画やＤＶ防止対策等に関する、地域や学校等における継続的な啓発が必要。 

 

 

基本目標Ⅱ 男⼥が共に安⼼して働きつづけられる環境づくりの推進 
 ≪取り組み状況≫  

重点目標１ 職場における男女の均等な機会と待遇の確保 

●ポジティブ・アクションの推進や男女雇用機会均等対策、雇用環境の改善等の情報提供を行った。 

重点目標２ 農林業・商工業等自営業における男女共同参画の推進 

●兵庫県との共催事業である「女性のためのチャレンジ相談」の開催や、女性のチャレンジ支援に関

するチラシを配布した。 

重点目標３ 仕事と家庭生活の両立支援 

●子ども・子育て支援に関する事業やひとり親家庭等に対する相談支援、就学援助等を行った。 

●仕事と家庭生活の両立をテーマに講演会を実施した。 

 

 ≪今後強化が必要な取り組み≫  
◇関係機関と連携した、職場における男女の均等な機会と待遇の確保に関する情報提供が必要。 

◇女性起業家や起業をめざす人への制度の充実と継続的な情報提供が必要。 

◇気軽に参加できる少人数制セミナーを企画するなど、講演会等の内容の工夫と啓発の強化が必要。 

  



34 

 

 

 

 

 

基本目標Ⅲ あらゆる分野で男⼥共同参画を進める社会づくりの推進 
 ≪取り組み状況≫  

重点目標１ 政策・方針決定の場への女性の参画の促進 

●審議会等委員への女性の登用促進や市職員における女性管理職割合の向上に取り組んだ。 

●連合自治会役員会やまちづくり講演会等で自治会役員等への女性の登用について啓発を行った。 

重点目標２ 家庭生活と地域社会における男女共同参画の促進 

●「メンズキッチン」を開催するなど、男性が参加しやすい料理教室を開催した。 

重点目標３ 国際交流の推進 

●「宍粟国際ふれあいまつり」や「お茶ットルーム」の開催等を通じ、国際交流事業を推進した。 

●支援が必要な児童・生徒のいる学校に多文化共生サポーター等を派遣するとともに、該当児童・生

徒の母国や母語についての学習に取り組んだ。 

 

 ≪今後強化が必要な取り組み≫  
◇自治会役員等への女性の登用促進のため、地域活動の担当課と連携した取り組みが必要。 

◇女性が地域のリーダーとして活躍できるよう、女性が自信をもつための支援が必要。 

◇家事・子育てについて、自立という観点からも男性の参加を促進させる啓発や取り組みが必要。 

 

 

基本目標Ⅳ みんなで推進する男⼥共同参画 
 ≪取り組み状況≫  

重点目標１ 推進体制の整備 

●働く場面において女性が力を十分発揮できるように、「宍粟市における女性職員の活躍の推進に関

する特定事業主行動計画」を策定し、女性の採用・登用の拡大や仕事と生活の調和（ワーク・ライ

フ・バランス）の推進に取り組んだ。 

●「しそうささゆりプラン（次世代育成支援のための宍粟市特定事業主行動計画）」に沿って子育て

支援制度や各種休暇・休業制度の周知、推進を図った。 

●毎週水曜日をノー残業デーと定め、定時退庁を励行するなど、ワーク・ライフ・バランスの実現に

向けて取り組んだ。 

●近隣市町等女性団体との交流会を実施するなど、ネットワークづくりに取り組んだ。 

●本プランの策定にあたり、前プランの進捗評価、アンケート調査を実施した。 

 

 ≪今後強化が必要な取り組み≫  
◇男女共同参画に関する条例の制定や「男女共同参画センター」の機能を有した拠点整備に向けた取

り組みが必要。 

◇「宍粟市男女共同参画推進市民会議（仮称）」の設置等による全市的な推進体制づくりが必要。 
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７ 本市における男⼥共同参画を取り巻く課題のまとめ 
 

（１）男⼥共同参画意識のさらなる向上 
●市民アンケート調査結果では、「セクシュアル・ハラスメント」「配偶者等からの暴力（ＤＶ）」

「男女雇用機会均等法」「男女共同参画社会」という男女共同参画に関することばの認知度は

半数を超えています。しかしながら、男女の地位の平等感について社会全体でみた場合に男

女が「平等になっている」と感じている人の割合は、１割程度にとどまっています。 

 

●市民ワークショップでは、「男の子は青、女の子は赤」等の性別による固定観念があること

や「世代間で価値観が違う」など、世代により男女共同参画に関する考え方の違いが存在す

ることがわかりました。 

 

○「男女共同参画社会」等の男女共同参画に関することばの認知度は半数を超えている一方で、

現実には性別による固定観念や世代によって男女共同参画に関する考え方の違いが存在し

ています。男女共同参画に関する意識の向上をさらに幅広く呼びかけることで、市全体の意

識向上に取り組むことが必要です。 

 

○近年、新しいさまざまな課題が社会的に認識されるようになっていますが、本市における「ジ

ェンダー（社会的・文化的に形成された性別）」「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バ

ランス）」等のことばの認知度は低くなっています。これらのことばやその内容について周

知・啓発していく必要があります。 

 

 

（２）地域活動における⼥性の活躍促進 
●市内における自治会役員（自治会長または副会長もしくは会計）への女性の就任状況は、副

会長もしくは会計でみられるものの、ほとんどない状況となっています。 

 

●市民アンケート調査結果では、地域活動の役割分担について、方針や企画等の決定や団体の

長への就任、方針決定の場での発言において「主に男性」の割合が高くなっています。また、

自治会長やＰＴＡ会長等、女性が地域活動のリーダーになるために必要なことについてみる

と、女性が地域活動のリーダーになることに対する男性や女性自身の抵抗感をなくすことや、

女性が地域活動のリーダーになることに対する社会の評価を高めることと回答している割

合が高くなっています。 

 

○今後は、地域活動への女性の参画を促すため、女性が地域活動のリーダーになることに対す

る男性や女性自身の抵抗感をなくすことができるよう、啓発や情報提供・研修を行うことが

求められます。 
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（３）家庭生活をともに支えあう意識の醸成 
●市民アンケート調査結果では、「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という考え方

について、年代が高くなるにつれて賛成の割合が高くなっていることから、依然として、固

定的な性別役割分担意識が存在していることが伺えます。また、家庭での役割分担について、

夫婦同程度であることが理想であると回答している割合が高い一方で、現実では多くの役割

を妻が担っています。 

 

●市民ワークショップでは、「子育ては母親、仕事は父親」という固定観念がある、「洗濯、

掃除、料理は女性」という意識があるなどの意見もあがっています。 

 

●事業所アンケート調査結果では、男性従業員が育児休業を取得するにあたっての課題や従業

員が介護休業を取得するにあたっての課題について、「代替要員の確保が困難」の割合が高

くなっています。 

 

○すべての人がともに仕事や家事、子育て、介護、地域活動に参加し、支えあう環境をつくる

ためには、固定的な性別役割分担意識を解消するとともに、仕事と家庭生活を両立すること

ができるよう、職場や地域等、社会全体で子育てや介護を支えていくための取り組みが必要

です。 

 

 

（４）多様な性への理解促進 
 

●市民アンケート調査結果では、多様な性への理解について課題だと思うこととして、「ＬＧ

ＢＴなどについて正しい知識を得る機会がないこと」「本人の意思に反して『男らしく、女

らしく』という考えを押しつけること」「学校や職場でいじめやいやがらせを受けること」

と回答している割合が高くなっています。また、多様な性の人たちが暮らしやすい社会をつ

くるために必要な取り組みについてみると、「教育現場での啓発活動」「多様な性について

の専門機関や相談窓口の設置」「行政による啓発活動」の割合が高くなっています。 

 

○今後は、すべての人の人権が尊重され、性別等の違いによって困難な状況におかれることが

ないよう、多様な性についての啓発活動を推進し、正しい知識を普及していくことが必要で

す。 
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第３章 プランの基本的な考え方 
１ プランの基本理念 
 

「日本国憲法」では、個人の「基本的人権」を永久の権利として保障し、すべての個人は平等で

あり、性別や社会的身分等により差別されないとしています。また、「男女共同参画社会基本法」で

は、男女共同参画社会を「男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆ

る分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び

文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会」としています。 

男女共同参画社会の実現に向けた施策は、女性のためだけの施策ではなく、男性にとっても生き

やすく働きやすい社会の実現をめざす施策でなければなりません。 

また、生物学的・社会学的な「男性」「女性」といった性別だけではなく、一人ひとりの性のあり

方が尊重され、すべての人が自分らしく生きることのできる社会でなければなりません。 

本プランでは「～自分が変わる、社会を変える～ 一人ひとりを認めあい 支えあうまち しそう」

を基本理念として掲げました。互いを尊重し、思いやりの心をもち、性別等にとらわれることなく、

だれもがあらゆる分野に参画し、ともに責任を担うことにより、自分らしく生きることのできる男

女共同参画社会の実現をめざします。 

 

 

≪ 基本理念 ≫ 
〜⾃分が変わる、社会を変える〜 

一人ひとりを認めあい 支えあうまち しそう 
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２ プランの基本目標 
 

（１）男⼥共同参画社会の実現に向けた意識づくり 
互いを尊重し、思いやりの心をもち、性別等にとらわれることなく、だれもがあらゆる分野に参

画し、ともに責任を担うことにより、自分らしく生きることのできる男女共同参画社会は、豊かで

活力ある社会をめざすうえで大変重要です。 

このような男女共同参画社会を実現するため、だれもが男女共同参画について正しく認識できる

よう、さまざまな機会を通して広報・啓発活動を行うとともに、学校や家庭、職場、地域等のあら

ゆる場において男女共同参画を進める教育・学習を推進します。 

また、すべての人の人権が尊重される社会をつくるため、メディアにおける性・暴力表現への対

応、ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）等のあらゆる暴力の根絶に向けた取り組みを進めます。 

 

 

（２）あらゆる分野で男⼥共同参画を進める社会づくり 
男女共同参画社会の実現のためには、男女がともに責任をもって、家庭、職場、地域活動を担い、

さまざまな分野に参画できるようにすることが大切です。あらゆる分野において男女共同参画が図

られるよう、意識啓発と環境整備を推進します。 

本市のすべての施策に多様な価値観と発想が取り入れられるよう、行政分野における女性の参画

を拡大するとともに、企業・事業所等の経済分野、農林漁業分野、自治会等地域活動、防災・復興

分野での女性の参画拡大やその働きかけを行います。 

 

 

（３）いきいきと働きつづけられる環境づくり 
就業は、人々の生活の経済的基盤を形成するものであるとともに、その人と社会をつなぎ、自己

実現を図るものでもあります。すべての人がいきいきと働きつづけられる社会環境づくりを進める

うえで、就業の場における男女共同参画を推進することは極めて重要な意味をもっています。また、

すべての人が職業上の責任と家庭や地域における責任をともに果たしていくことは、男女共同参画

社会の基本的な考え方の一つです。 

雇用における均等な機会及び待遇を確保するため、事業所への働きかけを行います。また、すべ

ての人がワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）を実現できるよう、一人ひとりが自分に

あった多様な生き方や働き方を選択できる環境づくりを進めます。 
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（４）安全・安心に暮らせる地域づくり 
互いの身体的性差を十分に理解しあい、相手を思いやることは男女共同参画の前提となるもので

す。また、「男性」「女性」といった性別だけではなく、多様な性について知り、一人ひとりの性の

あり方を尊重することが重要です。すべての人が生涯にわたって健康的で豊かな生活を送ることが

できるよう、性や健康への理解の促進をはじめ、それぞれのライフステージに適した心身の健康づ

くりを支援します。 

また、社会の中では、高齢者や障がいのある人、外国人であること等により、生きづらさを感じ

る状況も多くあります。だれもがいきいきと暮らすために、一人ひとりの個性と能力を尊重したう

えで、個々の状態に応じたきめ細かな支援を行うとともに、それぞれの能力を発揮することができ

る環境の整備に努めます。 

 

 

（５）みんなで推進する男⼥共同参画 
本プランの推進にあたっては、男女の人権が尊重され、家庭や地域・学校・職場等、あらゆる分

野において、市民、事業者、市民団体、教育関係者、行政等が連携し、男女共同参画社会の実現に

向けて、総合的かつ計画的に取り組みます。 

また、国、県、他自治体とも連携を図りながら、より効果的な男女共同参画の推進に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■令和元年度男女共同参画フォトコンテスト作品 

「大人になったら子育てしてね」 
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３ プランの体系 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
★は「女性活躍推進計画」を包含するものとします。 

【基本目標】 【基本方針】 【施策の方向】 

は重点的に取り組む施策です。 
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４ 重点方針 
 

統計データや市民アンケート調査結果、事業所アンケート調査結果、市民ワークショップ等を踏

まえ、本プランにおいて特に重点的に取り組む施策について、以下のとおりまとめました。 

 

重点方針１ 男⼥共同参画社会をめざす啓発活動の推進  【施策Ⅰ－１】 
現状 

・市民ワークショップでは、性別による固定観念があることや世代により男女共同参画に関する考

え方の違いが存在することがわかりました。 

・市民アンケート調査結果では、依然として固定的な性別役割分担意識が存在していることや、家

庭での役割分担について、理想は夫婦同程度と考えているものの現実では偏りがあることがわか

りました。 

 

課題のまとめ 

市民の中には、性別役割分担意識や性別による固定観念がまだ根強く残っている方が一定数いま

す。男女共同参画に関する啓発を通して、男女共同参画意識を向上させることが重要です。 

また、男女共同参画は女性の活躍を促進するためだけのものではなく、男性にとっての男女共同

参画も重要であるという意識づくり、理解促進が必要です。 

 

今後の方向性 

固定的な性別役割分担意識の解消に向け、世代に応じた啓発に努めるとともに、男女双方にとっ

ての男女共同参画であるという意識づくり、理解促進を図ります。 

 

 

重点方針２ 政策・⽅針決定過程等への⼥性の参画拡⼤  【施策Ⅱ－１】 
現状 

・国の「第４次男女共同参画基本計画」において、あらゆる分野における女性の活躍が改めて強調

されています。 

・東日本大震災等の経験と教訓を踏まえ、防災・復興施策への男女共同参画の視点の導入や、防災・

復興における女性の参画とリーダーシップの発揮が重要となっています。 

・本市における自治会役員（自治会長または副会長もしくは会計）において、女性の就任はほとん

どない状況となっています。 

・本市における審議会等への女性の登用率は向上し、防災会議における女性委員の割合は県内でも

高い一方で、女性議員の割合や市職員の女性管理職の割合は改善する必要があります。 
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課題のまとめ 

本市の政策・方針決定過程への女性の参画は、県内と比較して進んでいるところもありますが、

いまだ不十分な状況にあります。あらゆる分野において女性の参画が拡大することは、男女間の実

質的な機会の平等を担保する観点から重要です。 

まずは、あらゆる分野において女性の参画を拡大するとともに、年代や性別を問わず、幅広く市

民が政策・方針決定過程へ参画するための体制整備が必要です。 

 

今後の方向性 

行政分野においては、女性職員の活躍を促進できるよう、相談体制の構築や復職に関する支援を

実施します。経済分野・農林漁業分野においては、女性の活躍を促進する制度の啓発や事例の情報

提供を行います。地域活動については、自治会役員等への女性の参画が促進されるよう、啓発を行

うとともに、防災・復興分野においても女性の意見が反映されるよう、庁内をはじめ、関係機関・

団体等への取り組みを働きかけます。 

 

 

重点方針３ 仕事と家庭⽣活の両⽴⽀援         【施策Ⅲ－３】 
現状 

・女性の活躍推進のためには男性の働き方・暮らし方の見直しも欠かせないことから、男性中心型

の労働慣行等を変革し、職場、地域、家庭等あらゆる場面における施策を充実させることが、国

の「第４次男女共同参画基本計画」において改めて強調されています。 

・市民ワークショップでは、「子育ては母親、仕事は父親」という固定観念がある、「洗濯、掃除、

料理は女性」という意識があるなどの意見とともに、「男性に料理をしようという意識がない」

「学ぶ機会が少ない」といった男性の意識の低さに関する意見もあがっています。 

 

課題のまとめ 

男女がともにあらゆる分野に参画するためには、働く場と家庭の中の双方から、男女共同参画を

推進することが重要です。性別に関わりなく仕事と家庭生活を両立できるよう、職場や地域、社会

全体における環境整備や各種サービスの充実が必要です。 

 

今後の方向性 

仕事と家庭生活の両立に関する意識づくりをはじめ、労働環境の整備、保育サービスや介護保険

サービスの充実等、働きながら安心して子育てや介護等の家庭生活を送ることができる環境づくり

を促進します。 

また、子育て支援センターの職員等、子育てに関わる指導者に対しても、男女共同参画の意識を

向上させるため、男女共同参画研修への参加促進を図ります。 
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第４章 プランの内容 
基本目標Ⅰ 男⼥共同参画社会の実現に向けた意識づくり 
 

 

 基本方針１ 男⼥共同参画社会をめざす啓発活動の推進 
 

現状と課題 
女性の社会進出が進み、さまざまな分野で活躍する女性が増えてきました。しかし、社会におけ

る制度や慣行の中には、「男は仕事、女は家庭」といった固定的な性別役割分担意識が男性にも女性

にも残っています。社会における制度や慣行が性別による役割分担の固定化や差別・格差等を生じ

させていないかを見直し、さまざまな機会や広報媒体を通してわかりやすい啓発活動を進めていく

必要があります。 

また、男女共同参画は女性の活躍を推進するためだけのものではなく、男性にとっても生きがい

のある社会をめざすうえで重要な課題です。互いを尊重し、思いやりの心をもち、性別等にとらわ

れることなく、だれもがあらゆる分野に参画し、ともに責任を担うことにより、自分らしく生きる

ことのできる男女共同参画社会の形成のためには、固定的な性別役割分担意識の解消に加えて、理

想の働き方や生き方について見つめ直すなど、男性にとっても家庭生活や地域活動に参画しやすい

意識づくりが必要です。 

さらに、本プランにおける男女共同参画社会づくりに関わる施策のみならず、本市が策定し、実

施するあらゆる分野の施策において男女共同参画の視点を取り入れていくことが求められます。本

市の広報紙やホームページ、発行物についても、固定的な性別役割分担意識にとらわれない男女の

多様なイメージを浸透させる表現を用いることが重要であり、そのために率先した取り組みが必要

です。 

 

・｢夫は外で働き、妻は家庭を守るべき｣という考え方に反対の人の割合 

 

・社会通念・慣習・しきたり等において「平等になっている」と感じている人の割合 

 

 

 

  

数値
目標 45.2％ 基準値 

平成 30（2018）年度 62.0％ 目標値 
令和６（2024）年度 78.0％ 目標値 

令和 11（2029）年度 

8.6％ 基準値 30.0％ 目標値 50.0％ 目標値 
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施策の方向 

① 固定的性別役割分担意識の解消と男⼥共同参画意識の形成 

No 施 策 内 容 担当課 

１ 

固定的な性別役割分

担意識の解消 

・どのような社会の制度や慣行が男女共同参画

社会の実現を妨げているのかに気づき、男女

双方の立場・視点から見直していけるよう市

民啓発を進めます。 

人権推進課 

２ 

さまざまな機会、広

報媒体を通した啓発

の推進 

・男女共同参画推進についての講演会等を開催

します。 

・本市の広報紙やホームページ等を活用した広

報・啓発活動の充実を図ります。 

人権推進課 

社会教育文化財課 

秘書広報課 

関係各課 

３ 

市発行物等の表現に

関するガイドライン

（指針）の作成 

・男女共同参画の視点から本市発行物等の適切

な表現に関するガイドラインを作成し活用し

ます。 

人権推進課 

４ 相談体制の充実 

・男女共同参画の視点に立った相談体制の整備

を図ります。 

・セクシュアル・ハラスメント等、男女共同参画

に関する苦情・相談等が行いやすい窓口の体

制づくりを行います。 

人権推進課 

社会福祉課 

保健福祉課 

ひと・はたらく課 

関係各課 

 

② 男性にとっての男⼥共同参画の推進 
No 施 策 内 容 担当課 

５ 

固定的な性別役割分

担意識の解消 

・男性自身が固定的な性別役割分担意識の中で

生きづらさを感じることなく、自分らしい充実

した生活を送ることができるよう、理想の働き

方や生き方について見つめ直すための意識啓

発を行います。 

人権推進課 

６ 

男性にとっての男女

共同参画の意義につ

いての理解促進 

・男性が家庭生活や地域活動により一層参画し

やすくなるよう、事業所や地域を対象に、男性

にとっての男女共同参画の意義についての理

解を促進します。 

人権推進課 

 

③ 男⼥共同参画に関する情報の収集・提供 
No 施 策 内 容 担当課 

７ 情報の収集・提供 

・男女共同参画に関する情報を収集し、男女共同

参画について理解を深めるための情報提供を

行います。 

人権推進課 
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 基本方針２ 男⼥共同参画の視点に⽴った教育の推進 
 

現状と課題 
男女共同参画社会を実現するためには、固定的な性別役割分担意識に基づく慣行や社会通念をな

くし、一人ひとりが男女共同参画の必要性を正しく認識し、男女平等の視点に立った意識づくりを

行っていくことが重要です。また、このような意識を養うためには、学校、家庭、地域、職場にお

ける教育・学習の果たす役割が非常に重要であり、幼児期から成人、高齢期にわたるすべてのライ

フステージにおいて、男女が対等なパートナーとして互いに協力し、さまざまな活動に参画してい

けるよう、男女平等意識を定着させるための教育・学習の充実を図る必要があります。 

また、小・中学校及び就学前教育機関等で、一人ひとりの人権を尊重し、互いに理解し協力しあ

うことの重要性等、男女共同参画の視点に立った教育活動を進めることが重要となります。 

学校教育とともに、家庭や地域における教育も、児童・生徒の意識の形成に大きな影響を及ぼし

ます。家庭や地域の中でみられる固定的な性別役割分担意識に基づいた言動や慣行は、日常の生活

を通じて子どもたちへと伝わります。将来の社会を担う子どもたちが成長する過程において、性別

に関わりなく、それぞれの個性と能力を十分に伸ばし、豊かな人間性を育むことができるよう、男

女共同参画の視点に立った意識づくり、環境づくりに力を入れていくことが求められます。 

 

・教職員管理職試験の受験者のうち、⼥性の割合 

 

 

 

・男⼥共同参画に関する講演会や出前講座等の実施回数 
 

 

 

施策の方向 

① 学校等における教育の充実 

No 施 策 内 容 担当課 

８ 

子どもの発達段階に

応じた男女平等教育

の推進 

・学校教育、就学前教育等の中で正しい人権意識

や男女平等意識を育成します。 

学校教育課 

こども未来課 

９ 

子どもの発達段階に

応じた指導内容・方

法等の充実 

・次代を担う子どもたちに正しい人権意識や男

女平等意識が育つよう指導計画の作成に努め

ます。 

・性別にとらわれない、一人ひとりの個性・能力・

進路希望等に応じた指導の充実を図ります。 

学校教育課 

こども未来課 

  

0.0％ 基準値 20.0％ 目標値 30.0％ 目標値 

５回 基準値 ８回 目標値 10 回 目標値 

数値
目標 
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No 施 策 内 容 担当課 

10 

子どもの発達段階に

応じた教育環境の整

備 

・日常の教育活動の中にある気づかない慣行等

の点検を進め、学級づくり等における男女平

等の推進を図ります。 

・男女共同参画の視点で施設の整備・改善を行い

ます。 

学校教育課 

こども未来課 

施設整備課 

11 キャリア教育の推進 

・男女平等の視点から多様な進路選択が可能で

あることへの意識を高める進路指導やキャリ

ア教育に努めます。 

学校教育課 

12 

教職員管理職への女

性の登用の促進 

・児童・生徒にとって最も身近な社会である学校

においてロールモデルとなり、男女平等を身近

に学ぶ機会とするとともに、職場全体に多様な

価値観をもたらし、職場全体の意識改革につな

げるため、教職員管理職への女性の登用の啓発

に努めます。 

学校教育課 

13 

教職員等の資質と指

導力の向上 

・男女共同参画の視点に立った教職員等の研修

を行います。 

学校教育課 

こども未来課 

14 保護者への啓発 

・小・中学校及び就学前教育機関等で、保護者の

男女平等意識を高めるための研修の充実を図

ります。 

・ＰＴＡ等保護者会活動への男性の参画促進と

リーダー職への女性の参画促進を図ります。 

学校教育課 

こども未来課 

社会教育文化財課 

 

② ⽣涯にわたる男⼥共同参画学習の推進 

No 施 策 内 容 担当課 

15 

社会教育・生涯学習

の推進 

・地域における社会教育・生涯学習の場におい

て、男女共同参画社会の実現に向けた講座や

研修会を実施します。 

社会教育文化財課 

市民協働課 

16 

地域における指導

者・団体の育成 

・男女共同参画に関する市民の自主的な学習と

実践活動の促進、支援を行います。 

人権推進課 

社会教育文化財課 

17 

学習プログラムの充

実 

・女性のエンパワーメント（力をつけること）に

つながる学習情報の提供を行います。 

・県が行う男女共同参画推進事業との連携によ

る研修の充実を図ります。 

人権推進課 

社会教育文化財課 

18 

男女の性をともに理

解し尊重する意識を

高める教育の充実 

・リプロダクティブ・ヘルス／ライツ（性と生殖

に関する健康／権利）の必要性と正しい認識を

広めるための啓発を行います。 

人権推進課 

保健福祉課 

学校教育課 
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 基本方針３ ⼈権を尊重する意識の醸成 
 

現状と課題 
男女共同参画社会の実現の基本となるのは人権の尊重です。だれもが生まれながらにしてもって

いる人間としての権利は、どのようなときでも尊重されなければなりません。 

ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）について、以前は、社会の理解が不十分で個人的な問題

としてとらえられやすく、被害が潜在化することが多くありました。しかし、近年では「配偶者か

らの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」等の法整備が進むとともに、生命に関わる重大

な問題として人々の意識の面でも徐々に理解が進んできています。 

今後も、ＤＶやデートＤＶ、セクシュアル・ハラスメント等の行為は人権侵害であるという認識

を広め、男女間のあらゆる暴力の根絶に向け、関係機関と連携し、暴力を許さない社会意識の醸成

に向けた取り組みを進めていく必要があります。 

また、近年、高度情報化が進展する中で、新聞・図書・テレビ・インターネット等のメディアに

よる情報が人々に非常に大きな影響を与えています。メディアを通じて人権に対する意識や男女共

同参画の重要性がより広く理解される可能性がある一方で、固定的な性別役割分担を前提とした表

現、あるいは女性の身体的・性的側面のみを強調した表現や、暴力を肯定した表現等も依然として

見受けられます。 

このような環境の中で、メディアからのさまざまな情報を解釈し、判断する能力を身につけてい

くことが求められます。メディアからの情報を主体的に読み解き、自己発信する能力（メディア・

リテラシー）の向上に向けた学習・啓発活動が必要です。 

 

・「デート DV」ということばの認知度（内容を知っている） 
 

 

 

 

 

・配偶者等や恋⼈から暴⼒を受けたことがある⼈のうち、被害を相談した⼈の割合 

 

 

  

男性︓41.2％ 
⼥性︓50.7％ 

基準値 
平成 30（2018）年度 

男性︓50.0％ 
⼥性︓61.0％ 

目標値 
令和６（2024）年度 

男性︓58.0％ 
⼥性︓70.0％ 

目標値 
令和11（2029）年度 

－ 基準値 70.0％ 目標値 
令和６（2024）年度 

100.0％ 目標値 
令和11（2029）年度 

数値
目標 
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施策の方向 

① ⼥性の⼈権、⼥性への暴⼒等の問題に対する社会意識の醸成 

No 施 策 内 容 担当課 

19 意識啓発の推進 

・女性の人権や女性への暴力等の問題について、

人権尊重意識の啓発を図るための講演会、研

修会等を開催します。 

・ＤＶやデートＤＶ等に対する正しい認識を広

めるための情報提供、啓発を行います。 

人権推進課 

社会福祉課 

社会教育文化財課 

 

② ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）等の防止対策の推進 

No 施 策 内 容 担当課 

20 

ＤＶやデートＤＶ防

止対策の推進 

・家庭や学校、地域において、ＤＶやデートＤＶ

の被害者・加害者にならないよう、ＤＶやデー

トＤＶの防止等に関する学習を実施します。 

人権推進課 

社会福祉課 

学校教育課 

社会教育文化財課 

21 

ＤＶやデートＤＶ被

害者に対する相談・

支援体制の充実 

・相談窓口の周知を図ります。 

・母子父子自立支援員等による相談と自立に向

けた支援を行います。 

・関係機関との連携を強化し､ＤＶやデートＤＶ

の早期発見、保護等に努めます。 

人権推進課 

社会福祉課 

22 

児童虐待防止対策の

推進 

・児童虐待の予防、早期発見のため、要保護児童

対策地域協議会をはじめ、警察、医療機関、県

健康福祉事務所、児童相談所等、関係機関の連

携を強化します。 

保健福祉課 

 

③ 公衆に表示する情報における人権の尊重 

No 施 策 内 容 担当課 

23 

市の情報発信の取り

組み 

・市が作成する広報・発行物・ポスター・チラシ

等は、男女共同参画の視点から、広報紙の発行

の留意点等に基づき適正な表現を行います。 

人権推進課 

秘書広報課 

関係各課 

24 

メディア・リテラシ

ーの啓発 

・メディアの発信する情報から固定的な性別役

割分担意識や男女の人権について、正しく判

断する能力を身につけられるよう、市民や小・

中学生、保護者等に対してメディア・リテラシ

ーの重要性の啓発を行います。 

人権推進課 

学校教育課 

こども未来課 

社会教育文化財課 

25 有害図書等の規制 

・有害図書等を排除し環境浄化を図るため、書

店、コンビニエンスストア等に対して陳列管

理の要請を行います。 

人権推進課 

社会教育文化財課 

学校教育課 
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基本目標Ⅱ あらゆる分野で男⼥共同参画を進める社会づくり 
 

 

 基本方針１ 政策・⽅針決定過程等への⼥性の参画拡⼤ 
 

現状と課題 
私たちの生活に関する方針を決める場面で、さまざまな立場の人が意思を表明できることは、だ

れもが暮らしやすい社会をつくることにつながります。女性があらゆる分野において政策・方針決

定過程に参画することは、女性自身の能力発揮や地位向上のみならず、社会システムを変えていく

ことへの大きな力となります。 

本市における審議会等への女性の登用率は向上し、県内でも高い一方で、女性議員の割合や市職

員の女性管理職の割合は改善する必要があるなど、本市の政策・方針決定過程への女性の参画はい

まだ不十分な状況にあります。 

今後は、年代や性別を問わず、幅広く市民が政策・方針決定過程へ参画しやすくするための体制

の整備を行うためにも、まず、女性の参画を拡大し、女性の意見を活かしていくことが重要です。 

また、自治会等地域活動における意思決定の場への女性の参画促進や役員等への女性の登用促進、

企業・事業所等の経済分野、農林漁業分野における管理職や役員等への女性の積極的登用、防災・

復興分野における女性委員の参画促進や女性の視点の導入等を働きかけ、女性の参画拡大を促進す

る必要があります。 

 

・審議会等への⼥性の登⽤割合 

 

 

・宍粟市役所における⼥性管理職の割合 
 

・農業委員会における⼥性委員の割合 

 

 

・自治会役員（⾃治会⻑または副会⻑もしくは会計）に⼥性が就任している⾃治会の割合 

 

 

・⼥性の防災⼠資格取得者数 

 

  

34.8％ 基準値 38.0％ 目標値 目標値 

10.5％ 基準値 20.0％ 目標値 30.0％ 目標値 

2.5％ 基準値 5.0％ 目標値 10.0％ 目標値 

２人 基準値 12 人 目標値 22 人 目標値 

14.1％ 基準値 18.0％ 目標値 
 20.0％ 目標値 

数値
目標 
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施策の方向 

① ⾏政分野における⼥性の参画拡⼤ 

No 施 策 内 容 担当課 

26 

各審議会・委員会へ

の女性の登用の促進 

・女性が政治や政策・方針決定過程へ参画するこ

との重要性について市民へ啓発を行います。 

・審議会・委員会等における委員の選出におい

て、女性委員を積極的に登用するなど、女性の

登用率の向上を図ります。 

人権推進課 

全課 

27 

市役所における管理

職への女性の登用の

促進 

・市職員に対して、意識啓発や研修機会の提供、

能力に応じて管理職への登用を図ります。 

総務課 

28 

女性職員の活躍の促

進 

・女性職員が若手の段階から将来のキャリアを

イメージすることで仕事への意欲を高める研

修等、必要な研修の機会を提供します。 

・女性職員が出産・子育てをしながらキャリアを

形成していくイメージ・意欲をもてるよう、育

休対象者への相談体制の構築等、復職に関する

支援を行います。また、産休・育休明け職員に

対して、ロールモデルの紹介や提示を通して相

談を促すなど、復職に関する支援を実施しま

す。 

総務課 

29 

政治分野における女

性の参画拡大 

・市民の関心と理解を深めるため、「政治分野に

おける男女共同参画の推進に関する法律」に

基づき、本市の広報紙やホームページ等によ

り啓発を行います。 

人権推進課 

 

② 経済分野における⼥性の参画拡⼤ 

No 施 策 内 容 担当課 

30 

企業・事業所等にお

ける女性の管理職へ

の登用促進 

・企業・事業所等に対して女性社員の管理職への

登用促進の啓発を行います。 

・企業・事業所等に対して職域の拡大の啓発を行

います。 

ひと・はたらく課 

31 

関係機関との連携の

推進 

・兵庫県立男女共同参画センター・イーブンとの

連携を強化し、研修会を開催します。 

人権推進課 
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No 施 策 内 容 担当課 

32 

女性の能力の開発・

発揮のための支援 

・女性が働きつづけるうえでの悩みについて助

言するメンター制度の導入について啓発しま

す。 

人権推進課 

ひと・はたらく課 

 

③ 農林漁業分野における⼥性の参画拡⼤ 

No 施 策 内 容 担当課 

33 

農林漁業における女

性の参画拡大 

・農業委員会等の委員や農林漁業関連団体の役

員等における女性の参画拡大について、好事

例の情報提供や啓発を行います。 

農業委員会事務局 

農業振興課 

林業振興課 

34 

農業における女性の

活躍の促進 

・農業者に対する研修において、女性が活躍でき

る環境づくりについて啓発を行います。 

農業振興課 

35 就業希望者への支援 

・農林漁業への女性の就業希望者に対する情報

提供や相談等を実施します。 

農業振興課 

林業振興課 

36 

６次産業化等にチャ

レンジする女性の支

援 

・６次産業化等にチャレンジする女性の起業活

動等を支援します。 

農業振興課 

林業振興課 

 

④ 地域活動における⼥性の参画拡⼤ 

No 施 策 内 容 担当課 

37 

自治会等地域活動へ

の女性の参画の促進 

・自治会等地域活動における意思決定の場への

女性の参画促進の啓発を行います。 

・自治会役員等への女性の登用促進の啓発を行

います。 

人権推進課 

市民協働課 

市民局まちづくり推進課 

38 女性リーダーの養成 

・ＰＴＡ・子ども会・女性団体等への参画と女性

リーダーの育成を促進します。 

人権推進課 

社会教育文化財課 

39 

地域活動における男

女共同参画の促進 

・地域での交流や活動に男女共同参画の視点を

取り入れ、より活発な活動となるよう啓発を

行います。 

・市民のだれもが参加しやすい活動のあり方に

ついて啓発を行います。 

・地域活動におけるリーダー、団体・グループの

育成を行います。 

人権推進課 

市民協働課 

市民局まちづくり推進課

社会教育文化財課 

40 

女性のネットワーク

づくりの推進 

・さまざまな分野で活躍する女性たちのネット

ワークづくりや交流会・学習会等の活動を支

援します。 

人権推進課 

  



52 

 

⑤ 防災・復興分野における⼥性の参画拡⼤ 

No 施 策 内 容 担当課 

41 

防災会議における女

性の参画拡大 

・防災会議における女性委員の参画拡大を促進

します。 

消防防災課 

42 

防災担当部局や災害

対策本部への女性の

視点の導入 

・防災や応急対策における男女共同参画を推進

するため、防災担当部局や災害対策本部に女

性の意見を反映できる仕組みづくりに努めま

す。 

総務課 

消防防災課 

43 

防災施策への男女共

同参画の視点の導入 

・宍粟市地域防災計画や地区防災計画に男女共

同参画の視点が反映されるよう、防災におけ

る男女共同参画の推進を図ります。 

消防防災課 

44 

避難所運営における

男女共同参画の視点

の導入 

・避難所運営に男女双方がリーダーとして参画

し、男女共同参画の視点に立った避難所運営

がなされるよう、避難所運営マニュアルを見

直します。 

消防防災課 

45 

職員や関係機関・団

体への研修・訓練の

実施 

・防災・復興に従事する職員や関係機関・団体に

対し、男女共同参画の視点からの防災・復興に

かかる研修・訓練を実施します。 

消防防災課 

46 女性リーダーの養成 

・防災に関する地域活動を男女共同参画の視点

に立って推進するため、県が実施する「ひょう

ご防災リーダー講座」を周知・啓発するなど、

地域の防災を担う女性リーダー等の人材育成

を行います。 

消防防災課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■令和元年度男女共同参画フォトコンテスト作品 

「親子で料理教室！」 
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基本目標Ⅲ いきいきと働きつづけられる環境づくり 
 

 

 基本方針１ 職場における男⼥の均等な機会と待遇の確保 
 

現状と課題 
女性が働くことを通して自立し、自らの能力を高め、社会に貢献することは、女性の地位向上に

大きな役割を果たしています。職場において、男女の均等な機会と待遇の確保が図られ、一人ひと

りの意欲と能力を活かせる環境づくりを進めることが重要です。 

しかし、現実には生活にあわせた柔軟な働き方が困難であることや、賃金や昇進・昇格、就業形

態等、職場における機会や待遇に男女の格差が存在しているケースがあります。 

男女雇用機会均等法や労働基準法等に基づき雇用機会や待遇が確保されるよう普及に努め、あわ

せて各種相談窓口を整備する必要があります。 

また、だれもが家事、子育て、介護等の家庭生活と仕事の両立が可能になるよう、育児・介護休

業制度等の定着・促進を図り、ともにもてる力を十分に発揮できる職場づくりを進めることが重要

となっています。 

今後も、職場における男女の均等な機会や待遇の確保と、多様な働き方に応じた適正な処遇・労

働条件の確保に向けた取り組みを進めていく必要があります。 

 

・15 歳から 64 歳までの⼥性の就業率（平均） 

 

・職場において「平等になっている」と感じている人の割合 

 

 

 

 

施策の方向 

① 職場における男⼥の均等な機会の確保 

No 施 策 内 容 担当課 

47 

企業等のポジティ

ブ・アクション（積

極的改善措置）の推

進 

・企業・事業所等に対して、ポジティブ・アクシ

ョンに自主的、積極的に取り組むように商工

会と連携を図りながら啓発、周知に努めます。 

・女性の参画が進んでいない業種での女性の就

業及び定着・促進や、働きやすい職場環境の整

備等について、啓発に努めます。 

ひと・はたらく課 

 

70.6％ 基準値 76.0％ 目標値 80.0％ 目標値 

20.2％ 基準値 36.0％ 目標値 50.0％ 目標値 

数値
目標 
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No 施 策 内 容 担当課 

48 事業主への啓発 

・事業主に対して、男女雇用機会均等対策の促

進、雇用環境の改善や男女共同参画の職場づ

くりに関する啓発、情報提供を行います。 

・男女雇用機会均等法施行規則や関係法令等の

周知を図ります。 

・性別間における賃金格差を解消するため、事業

主に対し、賃金格差の是正についての啓発を行

います。 

・パートタイム労働等の非正規雇用労働者の処

遇改善、正社員への転換支援の促進について、

啓発を行います。 

ひと・はたらく課 

49 労働者への啓発 

・労働者に対して、男女雇用機会均等法や労働に

関する諸権利・諸制度・保護規定等の周知を行

います。 

・育児・介護休業制度の周知を行います。 

ひと・はたらく課 

50 

女性の雇用拡大への

支援 

・関係機関との連携による就労情報の収集と提

供を行います。 

ひと・はたらく課 

人権推進課 

 

② ハラスメント防止対策の推進 

No 施 策 内 容 担当課 

51 

職場でのセクシュア

ル・ハラスメント防

止対策の促進 

・セクシュアル・ハラスメント防止のための啓発

を行います。 

・セクシュアル・ハラスメントについての相談窓

口の設置を働きかけます。 

ひと・はたらく課 

人権推進課 

52 

職場でのパワー・ハ

ラスメント（職権等

によるいやがらせ）

防止対策の促進 

・パワー・ハラスメント防止のための啓発を行い

ます。 

・パワー・ハラスメントについての相談窓口の設

置を働きかけます。 

ひと・はたらく課 

人権推進課 

53 

育児休業等を理由と

するハラスメント防

止対策の推進 

・育児休業等を理由とする不利益な取り扱いを

なくすため、事業所におけるハラスメント防

止対策の推進について啓発を行います。 

ひと・はたらく課 

人権推進課 
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 基本方針２ 農林業・商⼯業等⾃営業における男⼥共同参画の推進 
 

現状と課題 
農林業・商工業等自営業に従事する女性は、生産や経営の主要な担い手でありながら、仕事と生

活が密接であることや固定的な性別役割分担意識等を反映して、仕事も家庭生活も担っているにも

関わらず、経営への参画は進んでいない状況があります。 

農林業・商工業等の自営業において、女性がその貢献に見あう評価を受けるとともに、仕事のみ

ならず家庭・地域でも男女共同参画を進め、対等なパートナーとして経営等に参画することができ

るようにしていくことが重要です。 

また、家族経営では生産の場と生活の場が一体となる場合が多く、労働時間や休日等が不明確に

なりがちです。ゆとりある生活環境づくりに向け、適切な労働時間や休日の確保等、労働条件の整

備が課題となっています。 

 

・家族経営協定の締結件数 
 

 

・⼥性起業家⽀援による創業件数（⼥性の起業・経営相談事業等を通じて創業した件数） 
 

 

 

 

施策の方向 

① 農林業・商⼯業等⾃営業における男⼥共同参画の推進 

No 施 策 内 容 担当課 

54 

事業や経営等への参

画の促進 

・農林業・商工業等自営業に従事する女性の積極

的な経営等への参画や就業条件の整備等につ

いての情報提供や啓発を行います。 

農業振興課 

林業振興課 

ひと・はたらく課 

55 

家族経営協定の締結

の促進 

・家族経営協定制度の周知を行い、締結の促進を

図ります。 

農業振興課 

 

② ⼥性のチャレンジ⽀援の推進 

No 施 策 内 容 担当課 

56 

女性のチャレンジ支

援の推進 

・女性起業家や起業をめざす人への情報提供を

行います。 

ひと・はたらく課 

人権推進課 

  

０件 基準値 １件 目標値 ２件 目標値 

８件 基準値 
度 

15 件 目標値 20 件 目標値 

数値
目標 
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 基本方針３ 仕事と家庭⽣活の両⽴⽀援 
 

現状と課題 
ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）を実現していくためには、その基礎となる家庭

において、家族が協力し支えあいながら、子育てや介護を担うとともに、社会的サービスを充実さ

せていくことが重要です。 

働く場においては、育児・介護休業法等の制定や改正により制度は整ってきているものの、十分

に活用されているとはいえない状況にあり、仕事と子育てや介護の両立についての意識啓発を進め

る必要があります。さらに、育児・介護休業等を取得しやすく、復帰しやすい職場づくり、仕事と

家庭生活を両立しやすくする多様な就労形態の普及、長時間労働等の職場優先の意識や働き方の見

直し等、だれもが働きながら安心して子育てや介護等の家庭生活を送ることができる環境づくりを

進める必要があります。 

一方、家庭や地域においては、孤立化、核家族化、少子化、高齢化、過疎化等の進行により、家

族関係の変化や地域の人間関係の希薄化がみられ、これまで地域社会が果たしてきた助けあいや支

えあい等の機能・地域の福祉力の低下が問題となっています。 

性別に関わりなく仕事と家庭生活を両立できるよう、働く場や地域等、社会全体で子育てや介護

を支えていくための環境整備や各種サービス等を充実させる必要があります。 

さらに、近年、離婚の増加等によりひとり親家庭が増えています。ひとり親家庭は仕事や子育て、

教育、家事等、さまざまな課題を抱えやすく、経済的・精神的な負担が重くなる傾向があることか

ら、生活の安定のための支援をより一層進めていく必要があります。 

 

・「仕事と⽣活の調和（ワーク・ライフ・バランス）」ということばの認知度 

 

・中学生以下の子どもがいる男性のうち、家事・子育てに費やしている時間が
１日に２時間以上の割合 

 

 

 

  

29.9％ 基準値 50.0％ 目標値 70.0％ 目標値 

20.4％ 基準値 23.0％ 目標値 25.0％ 目標値 

数値
目標 
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施策の方向 

① 家庭⽣活における男⼥共同参画の推進 

No 施 策 内 容 担当課 

57 

仕事と家庭生活の両

立を可能にするため

の意識づくりの促進 

・男女が協力して家事や子育て、介護等、家庭生活

と仕事の両立を推進するための啓発を行います。 

・男女双方が働き方を見直すための啓発を行い

ます。 

・仕事と家庭生活の両立をテーマに講演会を開

催するとともに、講演会の周知を強化します。 

人権推進課 

ひと・はたらく課 

58 

家庭生活における男

女共同参画の促進 

・男女が協力して家事や子育て、介護等、家庭生

活における役割や責任を担っていくよう意識

啓発を行います。 

・男女に対する家事・子育て等の講習会を開催します。 

・男性の生活・自活能力を高め、健康的な食生活

を実現するための講座等を開催します。 

人権推進課 

保健福祉課 

社会教育文化財課 

59 

男女共同参画に関す

る男性の理解の促進 

・男性の仕事と子育ての両立を推進する「イクメ

ンプロジェクト」や、部下の仕事と子育ての両

立に配慮する管理職を表彰する「イクボスアワ

ード」等についての啓発を行います。 

人権推進課 

 

② 両⽴⽀援の取り組みの推進 

No 施 策 内 容 担当課 

60 労働環境の整備 

・性別に関わりなく、すべての人が家事や子育

て、介護等と仕事を両立できるよう、事業所等

に対して、長時間勤務の是正に向けた啓発や

仕事と家庭の両立支援制度の普及促進等、労

働環境の整備についての啓発を行います。 

ひと・はたらく課 

人権推進課 

61 

ワーク・ライフ・バ

ランスを推進する企

業の拡大 

・ワーク・ライフ・バランスを推進する企業等を

拡大するため、「ひょうご仕事と生活の調和推

進企業宣言」等について、情報提供を行います。 

ひと・はたらく課 

人権推進課 

62 

市職員のワーク・ラ

イフ・バランスの実

現 

・すべての職員のワーク・ライフ・バランスを実現

するため、長時間勤務の是正等の働き方改革や

「しそうささゆりプラン（次世代育成支援のため

の宍粟市特定事業主行動計画）」に基づいた子育

て支援制度の周知、休暇の取得促進を行います。 

総務課 

63 

性別に関わりなく子

育てと仕事を両立さ

せるための支援の充

実 

・各園所と連携した育児相談・指導、情報提供の

機会を通じて、子育てと仕事の両立について啓

発を行います。 

・時間外保育事業（延長保育事業）や一時預かり

事業、病児・病後児保育事業の充実を図ります。 

・放課後児童健全育成事業や放課後子ども教室

の充実を図ります。 

保健福祉課 

人権推進課 

こども未来課 

社会福祉課 

社会教育文化財課 
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No 施 策 内 容 担当課 

64 子育て支援の促進 

・各種子育て講座等を開催します。 

・妊産婦・乳幼児を対象に保健師等が家庭訪問等

を実施し、個別に指導や助言を行います。 

・子育て支援センター、子育てサークル等との連

携を図ります。 

・妊婦健診や産婦健診、1 か月児健診等各種健診

の助成を継続し、経済的負担の軽減に努めます。 

・子育てや虐待に関する不安や悩みへのきめ細

かな対応を図るため、身近な相談体制を強化

します。 

・ファミリー・サポート・センター事業の充実を

図ります。 

・子育て支援センターの職員等、子育てに関わる

指導者に対し、男女共同参画研修への参加促進

を図ります。 

保健福祉課 

社会福祉課 

人権推進課 

65 介護支援の促進 

・「介護離職ゼロ」に向けて、事業所、団体に対

して介護保険サービスや制度についての情報

提供や周知を働きかけます。 

介護福祉課 

66 

子育て・介護等に男

性が参画しやすくな

るための環境整備 

・男性が子育てや介護に参画しやすくなるよう、

公園や公共施設における環境整備（多目的ト

イレの整備等）を推進します。 

都市整備課 

関係各課 

67 

女性のスキルアップ

支援の実施 

・女性の職場復帰やキャリア形成、子育てと仕事

の両立等に関する各種セミナーの情報提供を

行います。 

人権推進課 

68 

女性の就業支援の実

施 

・女性の再就職や就業の継続、起業、在宅ワーク、

地域活動等へのチャレンジに関する相談を実

施します。 

・ハローワークとの連携により、女性のための職

業相談、職業紹介事業を実施します。 

人権推進課 

ひと・はたらく課 

 

③ ひとり親家庭等への支援の充実 

No 施 策 内 容 担当課 

69 

ひとり親家庭の生活

の安定と自立支援の

充実 

・ひとり親家庭への各種支援、制度の充実を図り

ます。 

・必要な支援に確実かつ迅速につながるよう、相

談窓口のワンストップ化を推進します。 

社会福祉課 

教育総務課 

70 

生活困窮世帯の自立

支援の充実 

・生活困窮世帯への各種支援、制度の充実を図り

ます。 

社会福祉課 

教育総務課 
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基本目標Ⅳ 安全・安心に暮らせる地域づくり 
 

 

 基本方針１ 生涯を通じた健康づくり 
 

現状と課題 
男女が互いの身体的性差を十分に理解しあい、人権を尊重しつつ、相手に対する思いやりをもっ

て生きていくことは、男女共同参画社会の形成にあたって前提となるものです。 

特に、女性は妊娠・出産や女性特有の更年期疾患を経験する可能性があるなど、男性とは異なる

配慮が求められるとともに、女性の就業率の上昇、晩婚化等婚姻をめぐる変化、平均寿命の伸長等

に伴う女性の健康に関わる問題の変化に応じた対策が必要となっています。 

中でも、妊娠・出産期は女性の健康にとって大きな節目であり、地域において安心して安全に子

どもを産み育てることができるよう、妊娠・出産期にわたり切れ目のない支援体制を構築すること

が必要です。職場や地域において、妊婦や子育てに関する理解を促進するとともに、産前・産後の

女性が活動しやすい環境を整備することが重要です。 

すべての人が互いの性差に応じた健康について理解を深め、健康で豊かな生活を送ることができ

るよう、男女の健康を生涯にわたり包括的に支援するための取り組みや、性差に応じた健康を支援

するための取り組みをより一層進めていくことが必要です。 

 

・子宮頸がん検診受診率 

 

・乳がん検診受診率 

 

・⾃殺死亡率（人口 10万人あたりの自殺者数） 

 

・運動習慣のある者の割合（20〜64 歳） 

 

 

  

男性︓17.4％ 
⼥性︓7.1％ 

基準値 
平成 29（2017）年度 

男性︓23.0％ 
⼥性︓13.0％ 

目標値 
令和６（2024）年度 

31.2％ 基準値 41.0％ 目標値 50.0％ 目標値 

32.4％ 基準値 42.0％ 目標値 50.0％ 目標値 

28.1 基準値 21.0 目標値 13.0 目標値 

男性︓27.0％ 
⼥性︓17.0％ 

目標値 
令和11（2029）年度 

数値
目標 
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・運動習慣のある者の割合（65 歳以上） 

 

 

 

 

 

 

施策の方向 

① 妊娠・出産期等における⺟⼦保健の推進 

No 施 策 内 容 担当課 

71 

妊娠・出産期の健康

管理の充実 

・妊婦健診等の受診勧奨により、妊娠・出産期の

健康管理の充実を図ります。 

保健福祉課 

72 

妊産婦を支える地域

の包括支援体制の構

築 

・「子育て世代包括支援センター」を中心として

関係機関との連携を図り、妊娠・出産等に関す

る情報提供を行うとともに、産前・産後サポー

トや産後ケア等を実施します。 

保健福祉課 

73 

妊婦が外出しやすい

まちづくり 

・妊婦や子育てにやさしい社会づくりに向けて、

マタニティマーク等の普及促進を図ります。 

保健福祉課 

74 

妊娠や出産について

悩みを抱える妊婦等

の相談の実施 

・予期せぬ妊娠等、妊娠や出産について悩みを抱

える妊婦等の相談に応じ、不安の軽減等を図る

とともに、適切な支援を行います。 

保健福祉課 

75 

不妊・不育に関する

支援の実施 

・不妊・不育治療にかかる相談のほか、経済的負

担の軽減等、不妊・不育に悩む夫婦を支援しま

す。 

保健福祉課 

 

② 生涯にわたる心身の健康の保持増進 

No 施 策 内 容 担当課 

76 

幼少期・思春期にお

ける取り組みの推進 

・妊娠・出産や女性特有の疾病の予防・早期発見、

女性の生涯を見通した健康な体づくりについ

て、学校園所、行政、地域、家庭が連携した総

合的な教育・普及啓発を進めるとともに、相談

体制を整備します。 

保健福祉課 

学校教育課 

こども未来課 

77 

各種健診・検診受診

の勧奨 

・子宮頸がん検診や乳がん検診等、各種健診・検

診の受診勧奨を行います。 

保健福祉課 

78 

女性及び男性のため

の相談窓口の周知 

・こころの健康に関する講演会の実施や相談窓

口の周知に努めるとともに、保健師等が相談

対応を行います。 

保健福祉課 

人権推進課 

  

男性︓26.0％ 
⼥性︓32.3％ 

基準値 
平成 29（2017）年度 

男性︓31.0％ 
⼥性︓38.0％ 

目標値 
令和６（2024）年度 

男性︓36.0％ 
⼥性︓42.0％ 

目標値 
令和11（2029）年度 
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No 施 策 内 容 担当課 

79 

健康寿命の延伸に関

する取り組みの推進 

・健康寿命を延ばすため、市民が主体的に健康づ

くりに取り組むことができるよう、性差やライ

フステージに応じた教育、相談、健診・検診受

診等、健康づくりの環境を整備します。 

保健福祉課 

80 

生涯スポーツ活動の

支援による健康づく

りの推進 

・生涯にわたるスポーツ・レクリエーション活動

を支援します。また、地域資源を活かしたスポ

ーツ環境の充実に努めます。 

市民協働課 

81 

飲酒・喫煙、薬物乱

用に関する教育・啓

発の充実 

・過度な飲酒や喫煙、薬物乱用等が健康に及ぼす

影響について、正しい知識を普及・啓発し、防

止対策の強化を図ります。 

保健福祉課 

82 受動喫煙の防止 

・受動喫煙を防止するため、家庭や地域、職場等

において、分煙や防煙の必要性について啓発

し、分煙・防煙を推進します。 

保健福祉課 

83 

ＨＩＶ／エイズ、性

感染症に関する正し

い知識の普及 

・ＨＩＶ／エイズ、性感染症は、特に女性にとっ

て母子感染や不妊症の原因になるおそれがあ

ることから、正しい知識や認識の普及・啓発を

図ります。 

保健福祉課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■令和元年度男女共同参画フォトコンテスト作品 

「大きくなぁ～れ♡」   
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 基本方針２ 多様な人々が安心して生活できる環境の整備 
 

現状と課題 
社会の中では、性的指向や性自認等を理由とするもの、また、高齢者や障がいのある人、外国人

であること等により、生きづらさを感じる状況も多くあります。 

近年、多様な性（ＬＧＢＴ等）への関心の高まりがみられる一方、正しい知識を得る機会が少な

く、多様な性に対する理解は十分とはいえません。多様な性への理解を促進するために、教育現場

での啓発活動をはじめ、相談体制を整備するなど、総合的・包括的に支援する体制の整備が必要で

す。 

また、高齢であることや障がいがあること、外国人であること等、生活上の困難を抱える人が地

域や社会から孤立しやすいという課題があります。 

だれもがいきいきと暮らせる社会の実現に向け、一人ひとりの個性と能力を尊重したうえで、

個々の状態に応じたきめ細かな支援を行うとともに、それぞれの能力を発揮することができる環境

の整備が必要です。 

 

・「多様な性（ＬＧＢＴ等）」のことばの認知度（内容を知っている） 

 

 

 

・外国⼈市⺠が安⼼して暮らせるための取り組み件数 
 

 

 

施策の方向 

① 多様な性の人が安心して生活できる環境の整備 

No 施 策 内 容 担当課 

84 

多様な性への理解促

進 

・多様な性への理解を深めるため、本市の広報紙

やホームページ等を活用した啓発活動に努め

るとともに、講演会等を開催します。 

人権推進課 

  

－ 基準値 50.0％ 目標値 70.0％ 目標値 

９件 基準値 
 14 件 目標値 16 件 目標値 

数値
目標 
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No 施 策 内 容 担当課 

85 

学校における多様な

性への理解促進 

・学校において児童・生徒に対し、適切な支援を

実施するため、教職員を対象に多様な性への理

解促進のための研修を実施します。 

・小・中学校における人権学習等の授業におい

て、多様な性について理解を深めるための学

習を展開します。 

人権推進課 

学校教育課 

86 相談体制の充実 

・多様な性に関する相談窓口を充実させます。 

・相談員をはじめ、市職員に対して職員研修を実

施するなど、市職員の資質向上に努めます。 

人権推進課 

総務課 

87 

学校における相談体

制の充実 

・児童・生徒に対する学校における多様な性につ

いての相談体制を充実させるとともに、関係機

関との連携を図ります。 

学校教育課 

人権推進課 

88 

多様な性に配慮した

環境の整備 

・多様な性に配慮した公共施設の環境整備（多目

的トイレの整備等）を推進します。 

都市整備課 

施設整備課 

関係各課 

 

② 高齢者、障がいのある人等が安心して生活できる環境の整備 

No 施 策 内 容 担当課 

89 

高齢者・障がい者の

生活困窮者に対する

連携体制の強化 

・高齢者や障がいのある人の生活困窮について、

高齢者施策や障がい者施策と連携した支援の

充実を図ります。 

社会福祉課 

障害福祉課 

90 

医療・介護保険サー

ビス、障害福祉サー

ビスの充実 

・高齢者や障がいのある人が安心して生活でき

るよう、医療・介護保険サービス、障害福祉サ

ービス等の充実を図ります。 

医療担当課 

介護福祉課 

障害福祉課 

91 

就業や社会参加活動

等の促進 

・年齢や障がいの有無に関わりなく働ける社会

の実現に向けて、シルバー人材センターや就

労支援事業所等を通じた多様な就業機会の提

供や就労支援を行います。 

・高齢者や障がいのある人が社会の重要な一員

として、生きがいをもって暮らせるよう、社会

参加を促進します。 

社会福祉課 

介護福祉課 

障害福祉課 

社会教育文化財課 

ひと・はたらく課 

92 

高齢者虐待、障がい

者虐待の防止 

・高齢者虐待防止マニュアル等に基づき、虐待防

止や発見時の通報窓口の普及・啓発、虐待防止

に関する研修の実施等、高齢者や障がいのある

人に対する虐待防止対策を推進します。 

・虐待に関する相談については、相談対応マニュ

アルに基づき、相談支援を行います。 

介護福祉課 

障害福祉課 

 



64 

 

No 施 策 内 容 担当課 

93 消費者被害の防止 

・消費生活センターと連携し、消費者被害にあい

やすい高齢者、障がいのある人等に対する消費

者被害防止対策を推進します。 

人権推進課 

介護福祉課 

障害福祉課 

94 

地域の支えあいの仕

組みづくりの促進 

・高齢者や障がいのある人等が住み慣れた地域

で安心して生活できるよう、支えあいの仕組

みづくりを促進します。 

介護福祉課 

障害福祉課 

社会福祉課 

市民協働課 

95 環境整備の推進 

・安心して生活できる住宅への支援や公共施設・

公共交通機関等のバリアフリー化を推進する

など、高齢者や障がいのある人等に配慮したま

ちづくりを推進します。 

介護福祉課 

障害福祉課 

都市整備課 

施設整備課 

市民協働課 

関係各課 

 

③ 国際理解の推進と在住外国⼈への⽀援の充実 

No 施 策 内 容 担当課 

96 

男女共同参画に関す

る国際的な取り組み

の情報発信 

・男女共同参画に関する国際的な取り組み等に

ついて理解を促進するため、情報発信を行い

ます。 

人権推進課 

97 

国際交流と国際理解

の推進 

・「宍粟国際ふれあいまつり」や「お茶ットルー

ム」等の開催を通して、国際交流や国際理解の

推進を図ります。 

市民協働課 

98 

外国人への支援の充

実 

・外国人児童・生徒が在籍する学校に多文化共生

サポーターを派遣し、生活面及び学習面の支援

を実施します。 

・多文化共生サポーターを介し、支援が必要な児

童・生徒と日本語を母語とする児童・生徒との

相互理解を深めます。 

・在住外国人の日本語習得を支援するため、民間

ボランティア団体等による日本語教室や講座

の開催を支援します。 

学校教育課 

こども未来課 

市民協働課 

99 

相談体制と情報提供

の充実 

・生活習慣・文化が異なる外国人が日本で暮らし

やすくなるよう、相談受付や日常生活に関する

多言語による情報提供に努めます。 

・外国人や外国人の親をもつ子どもが抱える雇

用・就業、就学等に関する相談や情報提供を行

います。 

市民協働課 

人権推進課 

ひと・はたらく課 

学校教育課 

こども未来課 

関係各課 
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基本目標Ⅴ みんなで推進する男⼥共同参画 
 

 

 基本方針１ 推進体制の整備 
 

現状と課題 
本市では、女性の採用、登用の拡大や仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進に

取り組むとともに、男女共同参画社会をめざして活動する市民、団体、グループ等の育成、支援を

行っています。 

さらに男女共同参画社会の実現をめざし、本プランをより効果的にかつ実効性のあるものとする

ためには、全庁的に行政課題としての認識をもち、総合的かつ計画的に推進することが必要です。 

｢宍粟市男女共同参画推進会議（仮称）｣を軸として、本市の各種計画との整合性を図りながら、

男女共同参画社会の実現に向けた施策を実行するとともに、条例づくりや拠点の整備、国・県や他

自治体等との連携の促進、全市的な推進体制づくりが必要です。 

 

・男⼥共同参画に関する市職員研修の実施回数 

 

・男⼥共同参画社会の実現をめざして活動する団体数 

 

 

 

施策の方向 

① 庁内推進体制の充実 

No 施 策 内 容 担当課 
100 庁内推進体制の充実 

・｢宍粟市男女共同参画推進会議（仮称）｣を設置

し、本プランの推進と施策の課題を検討します。 

人権推進課 

101 職員研修等の充実 

・市役所が率先して男女共同参画にふさわしい

職場となるよう、職員の研修等に男女共同参

画の視点を積極的に取り入れます。 

・「しそうささゆりプラン（次世代育成支援のた

めの宍粟市特定事業主行動計画）」及び「宍粟

市における女性職員の活躍の推進に関する特

定事業主行動計画」の推進を行います。 

総務課 

人権推進課 

102 計画の進行管理 

・各課の施策の実施状況を取りまとめ、その情報

を公開します。 

人権推進課 

全課   

２回 基準値 目標値 目標値 

11 団体基準値 14 団体 目標値 17 団体目標値 

数値
目標 
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② 条例の制定と推進 
No 施 策 内 容 担当課 

103 条例の制定と推進 

・男女共同参画に関する条例を制定し、条例に基

づき、男女共同参画に関する施策を総合的かつ

計画的に実施します。 

人権推進課 

全課 

 

③ 拠点の整備 
No 施 策 内 容 担当課 
104 拠点の整備 

・既存施設の利用を含めた、「男女共同参画セン

ター」の機能を有した施設を整備します。 

人権推進課 

 

④ 市⺠意識等の把握 
No 施 策 内 容 担当課 

105 市民意識等の把握 

・男女共同参画に関する市民の意識等を把握す

るために、市民意識調査等を実施し、分析・研

究を行い、有効な啓発や施策を実施します。 

・本プランの各施策の進捗状況や目標の達成状

況等の把握・検証を行うため、計画期間５年目

をめどに市民意識調査等を実施します。 

人権推進課 

 

⑤ 市⺠・企業等との協働 
No 施 策 内 容 担当課 
106 

男女共同参画推進員

の設置 

・市民による「男女共同参画推進員（仮称）」を

設置し、男女共同参画の推進を図ります。 

人権推進課 

107 

市民・団体・グルー

プ等への支援 

・男女共同参画社会をめざして活動する市民・団

体・グループ等を育成し、支援します。 

人権推進課 

 

⑥ 国・県等関係機関との連携 
No 施 策 内 容 担当課 
108 

国・県等との連携に

よる計画の推進 

・国や県の計画との連携・協力を図り、本プラン

の推進を行います。 

人権推進課 

109 

近隣市町等とのネッ

トワークづくり 

・近隣市町等関係機関と情報交換を図るなど、ネ

ットワークづくりを推進します。 

人権推進課 

 

⑦ 全市的な推進体制づくり 
No 施 策 内 容 担当課 

110 

宍粟市男女共同参画

推進市民会議（仮

称）の設置 

・本プランを効果的に推進するために「宍粟市男

女共同参画推進市民会議（仮称）」を設置しま

す。 

人権推進課 
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第５章 数値目標一覧 

本プランにおいて設定する数値目標を以下に示します。 

 

数値目標 基準値 
平成30（2018）年度 

目標値 
令和６（2024）年度 

目標値 
令和 11（2029）年度 

基本目標Ⅰ 男⼥共同参画社会の実現に向けた意識づくり 
基本方針１ 男⼥共同参画社会をめざす啓発活動の推進 
｢夫は外で働き、妻は家庭を守るべき｣とい

う考え方に反対の人の割合 

45.2％ 62.0％ 78.0％ 

社会通念・慣習・しきたり等において「平

等になっている」と感じている人の割合 

8.6％ 30.0％ 50.0％ 

基本方針２ 男⼥共同参画の視点に⽴った教育の推進 
教職員管理職試験の受験者のうち、女性の

割合 

0.0％ 20.0％ 30.0％ 

男女共同参画に関する講演会や出前講座

等の実施回数 

５回 ８回 10回 

基本方針３ ⼈権を尊重する意識の醸成 
「デートＤＶ」ということばの認知度（内

容を知っている） 

－ 70.0％ 100.0％ 

配偶者等や恋人から暴力を受けたことが

ある人のうち、被害を相談した人の割合 

男性：41.2％ 

女性：50.7％ 

男性：50.0％ 

女性：61.0％ 

男性：58.0％ 

女性：70.0％ 

基本目標Ⅱ あらゆる分野で男⼥共同参画を進める社会づくり 
基本方針１ 政策・⽅針決定過程等への⼥性の参画拡⼤ 

審議会等への女性の登用割合 

34.8％ 

（平成 30（2018）年） 

38.0％ 40.0％以上 

宍粟市役所における女性管理職の割合 

14.1％ 

（平成 30（2018）年） 
18.0％ 20.0％ 

農業委員会における女性委員の割合 10.5％ 20.0％ 30.0％ 

自治会役員（自治会長または副会長もしくは

会計）に女性が就任している自治会の割合 

2.5％ 5.0％ 10.0％ 

女性の防災士資格取得者数 ２人 12 人 22 人 

基本目標Ⅲ いきいきと働きつづけられる環境づくり 
基本方針１ 職場における男⼥の均等な機会と待遇の確保 

15歳から 64歳までの女性の就業率（平均） 

70.6％ 

（平成 27（2015）年） 

76.0％ 80.0％ 

職場において「平等になっている」と感じ

ている人の割合 

20.2％ 36.0％ 50.0％ 
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数値目標 基準値 
平成30（2018）年度 

目標値 
令和６（2024）年度 

目標値 
令和 11（2029）年度 

基本方針２ 農林業・商⼯業等⾃営業における男⼥共同参画の推進 

家族経営協定の締結件数 ０件 １件 ２件 

女性起業家支援による創業件数（女性の起

業・経営相談事業等を通じて創業した件数） 

８件 

（平成 28（2016）～ 

30（2018）年度） 

15件 

（令和２（2020）～ 

６（2024）年度） 

20件 

（令和７(2025)～ 

11（2029）年度） 

基本方針３ 仕事と家庭⽣活の両⽴⽀援 
「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バ

ランス）」ということばの認知度 

29.9％ 50.0％ 70.0％ 

中学生以下の子どもがいる男性のうち、家

事・子育てに費やしている時間が１日に２

時間以上の割合 

20.4％ 23.0％ 25.0％ 

基本目標Ⅳ 安全・安心に暮らせる地域づくり 
基本方針１ 生涯を通じた健康づくり 

子宮頸がん検診受診率 

31.2％ 

（平成29（2017）年度） 
41.0％ 50.0％ 

乳がん検診受診率 

32.4％ 

（平成29（2017）年度） 

42.0％ 50.0％ 

自殺死亡率（人口 10 万人あたりの自殺者数） 

28.1 

（平成 29（2017）年） 
21.0 13.0 

運動習慣のある者の割合（20～64歳） 

男性：17.4％ 

女性：7.1％ 

（平成29（2017）年度） 

男性：23.0％ 

女性：13.0％ 

男性：27.0％ 

女性：17.0％ 

運動習慣のある者の割合（65歳以上） 

男性：26.0％ 

女性：32.3％ 

（平成29（2017）年度） 

男性：31.0％ 

女性：38.0％ 

男性：36.0％ 

女性：42.0％ 

基本方針２ 多様な人々が安心して生活できる環境の整備 
「多様な性（ＬＧＢＴ等）」のことばの認知

度（内容を知っている） 

－ 50.0％ 70.0％ 

外国人市民が安心して暮らせるための取

り組み件数 

９件 14件 16件 

基本目標Ⅴ みんなで推進する男⼥共同参画 
基本方針１ 推進体制の整備 
男女共同参画に関する市職員研修の実施

回数 

２回 基準値を維持 基準値を維持 

男女共同参画社会の実現をめざして活動

する団体数 

11団体 14団体 17団体 
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資料編 
１ 第２次宍粟市男⼥共同参画プラン策定委員会設置要綱 
 

（設置） 

第１条 男女共同参画社会の実現に向けて、市の総合的な行政運営の指針となる第２次宍粟市男女共同

参画プランを策定するため、第２次宍粟市男女共同参画プラン策定委員会（以下「委員会」という。）

を設置する。 

 （所掌事務） 

第２条 委員会は、次に掲げる事務を掌握する。 

（１） 市がこれまでに実施した男女共同参画推進施策を点検し、及び評価すること。 

（２） 第２次宍粟市男女共同参画プランの策定に関し意見を述べること。 

 （組織） 

第３条 委員会は、委員10名以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

（１） 識見を有する者 

（２） 関係機関又は団体の代表者 

（３） 公募による市民 

（４） その他市長が必要と認める者 

 （任期） 

第４条 委員の任期は、第２条に規定する事務が終了するまでとする。 

 （会長及び副会長） 

第５条 委員会に会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選によって定める。 

３ 会長は、委員会を代表し、会務を総括する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 委員会は、会長が招集する。 

 （庶務） 

第７条 委員会の庶務は、まちづくり推進部人権推進課において処理する。 

 （その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に必要な事項は、別に定める。 

 

  附 則 

１ この要綱は、平成30年６月15日から施行する。 

２ この要綱の施行の日以後最初に開かれる委員会は、第７条の規定に関わらず、市長が 

招集する。 

３ この要綱は、第２次宍粟市男女共同参画プランが策定されたときにこの効力を失う。 
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２ 第２次宍粟市男⼥共同参画プラン策定委員会委員名簿 
 

敬称略、順不同  

区 分 氏 名 団体名等 備 考 

識見を有する者 ◎ 中村  和子 オフィスＥＥＥ主宰  

関係機関・団体より推薦を 

受けた者 

〇 三渡 眞由美 兵庫県男女共同参画推進員  

 梶浦  廣人 宍粟市連合自治会 

平成 30年度 

理事 

 高井  洋子 

しそうウィメンズネット 

“mimosa

ミ モ ザ

” 

 

 稲垣  幸祐 宍粟市商工会  

 小西  美穂 

龍野人権擁護委員協議会 

宍粟部会 

 

 一 坪  光恵 

宍粟市ボランティア協会 

平成 30年度 

 中村 夏英子 令和元年度 

公募による市民  石原  陽未   

その他市長が必要と認める者 

 久保  直樹   

 野谷 るり子   

◎：会長 〇：副会長  
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３ 用語説明 
 

あ⾏ 
ＬＧＢＴ 

「Ｌ：レズビアン」（女性の同性愛者）、「Ｇ：ゲイ」（男

性の同性愛者）、「Ｂ：バイセクシュアル」（両性愛者）、

「Ｔ：トランスジェンダー」（身体の性は男性でもここ

ろの性は女性というように、身体の性とこころの性が

一致しないため身体の性に違和感をもつ人）の頭文字

をとった総称です。 

か⾏ 
家族経営協定 

家族経営が中心の農業において、家族一人ひとりの役

割と責任を明確化し、男女を問わず意欲をもって取り

組めるようにするため、家族が話しあい、農業経営方

針、労働報酬、休日等を文書で取り決めるものです。 

さ⾏ 

ジェンダー 

人間には生まれついての生物学的性別（セックス／

sex）がある一方で、社会通念や慣習の中には、社会に

よってつくり上げられた「男性像」「女性像」があり、

このような男性、女性の区別を「社会的・文化的に形成

された性別」（ジェンダー／gender）といいます。 

女性のエンパワーメント 

女性が「力をつけること」をいいます。女性一人ひとり

が、法的・経済的・政治的及び自己決定能力等の力をつ

けていくことです。そのことにより、女性の社会的な

力を高めていき、政策・方針決定過程へ参画していく

ことをめざしています。 

セクシュアル・ハラスメント 

相手の気持ちに反した性的ないやがらせのことをいい

ます。身体への不必要な接触や性的な発言、不快な環

境等があげられます。特に職場で問題になることが多

いことから、男女雇用機会均等法で事業主の防止義務

が規定されています。 

た⾏ 

デートＤＶ 

恋人による身体的暴力や精神的暴力、性的暴力のことを

いいます。ＤＶが「配偶者等からの暴力」をさすのに対

して、デートＤＶは「恋人からの暴力」を意味します。 

ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ） 

配偶者や恋人等、親しい人間関係にあるパートナーか

らの暴力のことをいい、ＤＶと略されます。殴る、蹴る

といった身体的暴力だけでなく、ことばによる精神的

暴力等、いろいろな形で身近に存在します。 

は⾏ 

パワー・ハラスメント 

職場内での職権や地位等の権力を背景にして、本来の

業務の範囲を超えて、継続的に人格と尊厳を傷つける

言動・行動で、就労者の働く環境を悪化させたり、雇用

の不安を与えたりすることをいいます。 

ポジティブ・アクション（積極的改善措置） 

社会の対等な構成員として、さまざまな分野の活動に

参画する機会の男女間格差を改善するため、必要な範

囲において、男女のいずれか一方に対し、その機会を

積極的に提供するものであり、個々の状況に応じて実

施する取り組みです。ただし、男女の実質的な機会の

平等をめざすものであり、さまざまな人々の差異を無

視して一律平等に扱うという結果の平等まで求めるも

のではないので、単に女性だからという理由だけで女

性を「優遇」するという取り組みではありません。 

ま⾏ 

メディア･リテラシー  

メディア（新聞、雑誌、テレビ、インターネット等）か

らの情報を主体的に選択し、内容を分析・検討して活用

したり、情報を発信したりできる能力のことをいいま

す。一部のメディアでは、性的なものや暴力的なものが

みられますが、それらに影響を受けないためにも、各個

人のメディア・リテラシーの向上が求められています。 

ら⾏ 

リプロダクティブ・ヘルス／ライツ 

1994年の国際人口・開発会議で提唱された概念です。

リプロダクティブ・ヘルスとは、安全な妊娠・出産、安

全で満足のいく性生活等、生涯を通じて身体的、精神

的、社会的に良好な状態であることをいいます。また、

リプロダクティブ・ライツとは、子どもを産むかどう

か、いつ何人産むかについて選択できる自由を含むリ

プロダクティブ・ヘルスを享受する権利です。 

わ⾏ 

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和） 

一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働き、仕

事上の責任を果たすとともに、家庭生活や地域生活等

においても、多様な生き方が選択・実現できることを

いいます。 
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４ 男⼥共同参画社会基本法 
（平成十一年法律第七十八号） 

 改正 平成十一年 七月 十六日法律第百二号 

同 十一年十二月二十二日同 第百六十号 

    

目次 

前文 

第一章 総則（第一条―第十二条） 

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する

基本的施策（第十三条―第二十条） 

第三章 男女共同参画会議（第二十一条―第二十

八条） 

附則 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法

の下の平等がうたわれ、男女平等の実現に向けた

様々な取組が、国際社会における取組とも連動しつ

つ、着実に進められてきたが、なお一層の努力が必

要とされている。 

一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化

等我が国の社会経済情勢の急速な変化に対応してい

く上で、男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任

も分かち合い、性別にかかわりなく、その個性と能

力を十分に発揮することができる男女共同参画社会

の実現は、緊要な課題となっている。 

このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の

実現を二十一世紀の我が国社会を決定する最重要課

題と位置付け、社会のあらゆる分野において、男女

共同参画社会の形成の促進に関する施策の推進を図

っていくことが重要である。 

ここに、男女共同参画社会の形成についての基本

理念を明らかにしてその方向を示し、将来に向かっ

て国、地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の

形成に関する取組を総合的かつ計画的に推進するた

め、この法律を制定する。 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、

社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある

社会を実現することの緊要性にかんがみ、男女共

同参画社会の形成に関し、基本理念を定め、並び

に国、地方公共団体及び国民の責務を明らかにす

るとともに、男女共同参画社会の形成の促進に関

する施策の基本となる事項を定めることにより、

男女共同参画社会の形成を総合的かつ計画的に推

進することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

一 男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対

等な構成員として、自らの意思によって社会の

あらゆる分野における活動に参画する機会が

確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、

社会的及び文化的利益を享受することができ、

かつ、共に責任を担うべき社会を形成すること

をいう。 

二 積極的改善措置 前号に規定する機会に係

る男女間の格差を改善するため必要な範囲内

において、男女のいずれか一方に対し、当該機

会を積極的に提供することをいう。 

（男女の人権の尊重） 

第三条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人と

しての尊厳が重んぜられること、男女が性別によ

る差別的取扱いを受けないこと、男女が個人とし

て能力を発揮する機会が確保されることその他の

男女の人権が尊重されることを旨として、行われ

なければならない。 

（社会における制度又は慣行についての配慮） 

第四条 男女共同参画社会の形成に当たっては、社

会における制度又は慣行が、性別による固定的な

役割分担等を反映して、男女の社会における活動

の選択に対して中立でない影響を及ぼすことによ

り、男女共同参画社会の形成を阻害する要因とな

るおそれがあることにかんがみ、社会における制

度又は慣行が男女の社会における活動の選択に対

して及ぼす影響をできる限り中立なものとするよ

うに配慮されなければならない。 

（政策等の立案及び決定への共同参画） 

第五条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社会

の対等な構成員として、国若しくは地方公共団体

における政策又は民間の団体における方針の立案

及び決定に共同して参画する機会が確保されるこ

とを旨として、行われなければならない。 

（家庭生活における活動と他の活動の両立） 

第六条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成す

る男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子の

養育、家族の介護その他の家庭生活における活動

について家族の一員としての役割を円滑に果たし、

かつ、当該活動以外の活動を行うことができるよ

うにすることを旨として、行われなければならな

い。 

（国際的協調） 

第七条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会

における取組と密接な関係を有していることにか

んがみ、男女共同参画社会の形成は、国際的協調

の下に行われなければならない。 

（国の責務） 

第八条 国は、第三条から前条までに定める男女共

同参画社会の形成についての基本理念（以下「基

本理念」という。）にのっとり、男女共同参画社会

の形成の促進に関する施策（積極的改善措置を含

む。以下同じ。）を総合的に策定し、及び実施する

責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第九条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、男

女共同参画社会の形成の促進に関し、国の施策に

準じた施策及びその他のその地方公共団体の区域

の特性に応じた施策を策定し、及び実施する責務

を有する。 

（国民の責務） 

第十条 国民は、職域、学校、地域、家庭その他の

社会のあらゆる分野において、基本理念にのっと
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り、男女共同参画社会の形成に寄与するように努

めなければならない。 

（法制上の措置等） 

第十一条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進

に関する施策を実施するため必要な法制上又は財

政上の措置その他の措置を講じなければならない。 

（年次報告等） 

第十二条 政府は、毎年、国会に、男女共同参画社

会の形成の状況及び政府が講じた男女共同参画社

会の形成の促進に関する施策についての報告を提

出しなければならない。 

２ 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画

社会の形成の状況を考慮して講じようとする男女

共同参画社会の形成の促進に関する施策を明らか

にした文書を作成し、これを国会に提出しなけれ

ばならない。 

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に

関する基本的施策 

（男女共同参画基本計画） 

第十三条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進

に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るた

め、男女共同参画社会の形成の促進に関する基本

的な計画（以下「男女共同参画基本計画」という。）

を定めなければならない。 

２ 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項につ

いて定めるものとする。 

一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画

社会の形成の促進に関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会

の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画

的に推進するために必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴

いて、男女共同参画基本計画の案を作成し、閣議

の決定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定

があったときは、遅滞なく、男女共同参画基本計

画を公表しなければならない。 

５ 前二項の規定は、男女共同参画基本計画の変更

について準用する。 

（都道府県男女共同参画計画等） 

第十四条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘

案して、当該都道府県の区域における男女共同参

画社会の形成の促進に関する施策についての基本

的な計画（以下「都道府県男女共同参画計画」と

いう。）を定めなければならない。 

２ 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項

について定めるものとする。 

一 都道府県の区域において総合的かつ長期的

に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に

関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域に

おける男女共同参画社会の形成の促進に関す

る施策を総合的かつ計画的に推進するために

必要な事項 

３ 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県

男女共同参画計画を勘案して、当該市町村の区域

における男女共同参画社会の形成の促進に関する

施策についての基本的な計画（以下「市町村男女

共同参画計画」という。）を定めるように努めなけ

ればならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画

計画又は市町村男女共同参画計画を定め、又は変

更したときは、遅滞なく、これを公表しなければ

ならない。 

（施策の策定等に当たっての配慮） 

第十五条 国及び地方公共団体は、男女共同参画社

会の形成に影響を及ぼすと認められる施策を策定

し、及び実施するに当たっては、男女共同参画社

会の形成に配慮しなければならない。 

（国民の理解を深めるための措置） 

第十六条 国及び地方公共団体は、広報活動等を通

じて、基本理念に関する国民の理解を深めるよう

適切な措置を講じなければならない。 

（苦情の処理等） 

第十七条 国は、政府が実施する男女共同参画社会

の形成の促進に関する施策又は男女共同参画社会

の形成に影響を及ぼすと認められる施策について

の苦情の処理のために必要な措置及び性別による

差別的取扱いその他の男女共同参画社会の形成を

阻害する要因によって人権が侵害された場合にお

ける被害者の救済を図るために必要な措置を講じ

なければならない。 

（調査研究） 

第十八条 国は、社会における制度又は慣行が男女

共同参画社会の形成に及ぼす影響に関する調査研

究その他の男女共同参画社会の形成の促進に関す

る施策の策定に必要な調査研究を推進するように

努めるものとする。 

（国際的協調のための措置） 

第十九条 国は、男女共同参画社会の形成を国際的

協調の下に促進するため、外国政府又は国際機関

との情報の交換その他男女共同参画社会の形成に

関する国際的な相互協力の円滑な推進を図るため

に必要な措置を講ずるように努めるものとする。 

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援） 

第二十条 国は、地方公共団体が実施する男女共同

参画社会の形成の促進に関する施策及び民間の団

体が男女共同参画社会の形成の促進に関して行う

活動を支援するため、情報の提供その他の必要な

措置を講ずるように努めるものとする。 

第三章 男女共同参画会議 

（設置） 

第二十一条 内閣府に、男女共同参画会議（以下「会

議」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第二十二条 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 男女共同参画基本計画に関し、第十三条第三

項に規定する事項を処理すること。 

二 前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は

関係各大臣の諮問に応じ、男女共同参画社会の

形成の促進に関する基本的な方針、基本的な政

策及び重要事項を調査審議すること。 

三 前二号に規定する事項に関し、調査審議し、

必要があると認めるときは、内閣総理大臣及び

関係各大臣に対し、意見を述べること。 

四 政府が実施する男女共同参画社会の形成の

促進に関する施策の実施状況を監視し、及び政

府の施策が男女共同参画社会の形成に及ぼす

影響を調査し、必要があると認めるときは、内

閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べ

ること。 
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（組織） 

第二十三条 会議は、議長及び議員二十四人以内を

もって組織する。 

（議長） 

第二十四条 議長は、内閣官房長官をもって充てる。 

２ 議長は、会務を総理する。 

（議員） 

第二十五条 議員は、次に掲げる者をもって充てる。 

一 内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内

閣総理大臣が指定する者 

二 男女共同参画社会の形成に関し優れた識見

を有する者のうちから、内閣総理大臣が任命す

る者 

２ 前項第二号の議員の数は、同項に規定する議員

の総数の十分の五未満であってはならない。 

３ 第一項第二号の議員のうち、男女のいずれか一

方の議員の数は、同号に規定する議員の総数の十

分の四未満であってはならない。 

４ 第一項第二号の議員は、非常勤とする。 

（議員の任期） 

第二十六条 前条第一項第二号の議員の任期は、二

年とする。ただし、補欠の議員の任期は、前任者

の残任期間とする。 

２ 前条第一項第二号の議員は、再任されることが

できる。 

（資料提出の要求等） 

第二十七条 会議は、その所掌事務を遂行するため

に必要があると認めるときは、関係行政機関の長

に対し、監視又は調査に必要な資料その他の資料

の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求

めることができる。 

２ 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必

要があると認めるときは、前項に規定する者以外

の者に対しても、必要な協力を依頼することがで

きる。 

（政令への委任） 

第二十八条 この章に定めるもののほか、会議の組

織及び議員その他の職員その他会議に関し必要な

事項は、政令で定める。 

附 則 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

（男女共同参画審議会設置法の廃止） 

第二条 男女共同参画審議会設置法（平成九年法律

第七号）は、廃止する。 

（経過措置） 

第三条 前条の規定による廃止前の男女共同参画審

議会設置法（以下「旧審議会設置法」という。）第

一条の規定により置かれた男女共同参画審議会は、

第二十一条第一項の規定により置かれた審議会と

なり、同一性をもって存続するものとする。 

２ この法律の施行の際現に旧審議会設置法第四条

第一項の規定により任命された男女共同参画審議

会の委員である者は、この法律の施行の日に、第

二十三条第一項の規定により、審議会の委員とし

て任命されたものとみなす。この場合において、

その任命されたものとみなされる者の任期は、同

条第二項の規定にかかわらず、同日における旧審

議会設置法第四条第二項の規定により任命された

男女共同参画審議会の委員としての任期の残任期

間と同一の期間とする。 

３ この法律の施行の際現に旧審議会設置法第五条

第一項の規定により定められた男女共同参画審議

会の会長である者又は同条第三項の規定により指

名された委員である者は、それぞれ、この法律の

施行の日に、第二十四条第一項の規定により審議

会の会長として定められ、又は同条第三項の規定

により審議会の会長の職務を代理する委員として

指名されたものとみなす。 

附 則 （平成十一年七月十六日法律第百二

号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、内閣法の一部を改正する法律

（平成十一年法律第八十八号）の施行の日から施

行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該

各号に定める日から施行する。 

一 略 

二 附則第十条第一項及び第五項、第十四条第三

項、第二十三条、第二十八条並びに第三十条の

規定 公布の日 

（委員等の任期に関する経過措置） 

第二十八条 この法律の施行の日の前日において次

に掲げる従前の審議会その他の機関の会長、委員

その他の職員である者（任期の定めのない者を除

く。）の任期は、当該会長、委員その他の職員の任

期を定めたそれぞれの法律の規定にかかわらず、

その日に満了する。 

一から十まで 略 

十一 男女共同参画審議会 

（別に定める経過措置） 

第三十条 第二条から前条までに規定するもののほ

か、この法律の施行に伴い必要となる経過措置は、

別に法律で定める。 

附 則 （平成十一年十二月二十二日法律第

百六十号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律（第二条及び第三条を除く。）は、

平成十三年一月六日から施行する。ただし、次の

各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施

行する。 

一 第九百九十五条（核原料物質、核燃料物質及

び原子炉の規制に関する法律の一部を改正す

る法律附則の改正規定に係る部分に限る。）、第

千三百五条、第千三百六条、第千三百二十四条

第二項、第千三百二十六条第二項及び第千三百

四十四条の規定 公布の日 
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〜⾃分が変わる、社会を変える〜 
一人ひとりを認めあい 支えあうまち しそう 

 


